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ごあ いさ つ 

当社 は 創業以来、 「お 客さ まに ご満 足い ただ ける 商品 ・ サー ビス を提 供す る」 「お 客さ 

ま、 お 取引先、 株主、 地域社会、 社員 に信 頼さ れる 誠実 な 企業」 を 経営理念 と して 

事業活動 に取 り組 んで います 。 そし てい ま、 激し く変 化し てい る経 済・ 社会環境 の中 に 

あっ て 自己革新 を図 り、 先進の 情報技術 など を取 り入 れな がら 時代 のニ ーズ に合 った 

流通業の 仕組 みづ く り を追 求し て います 。 

いま 社会的 な課 題と なっ てい る 環境負荷削減 やバ リア フ リー など とい った 問 題につ 

いて も、 当社の 事業活動 の中 に位 置づ けて 取り 組ん でい ます 。 この よう な社 会的 な視 

点を 毎日 の仕 事に 根づ かせて いく ため に 「企業行動指針」 、 「環境指針」 を独 自に 定 

めて 徹底 を図 ると と もに 、 事業活動の 客観的 な検 証に も役 立て たい と考 えて います 。 

当社 のこ のよ うな 取り 組み は、 近年、 環境問題へ の取 り 組みの中で 育ま れて きた 

サス テナ ビリ テ ィ （ “社会全体の 持続的 な成 長・ 発展 ” への 寄与 ） の考 え方 に通 じる もの 

と確 信し てい ます 。 当社 はこ れま で 環境負荷削減 の取 り組 みに 焦点 をあ てた 報告 書 

「環境 マネ ジ メ ン ト レポ ー ト 」 を発 行し てき ま した が、 報告内容 を事 業の 経済的側面 や社 会 

活動 の側 面に広げ 、 本年 から 『よ り良 い生 活、 環境、 社会 を未 来の 世代 に引 き継 ぐた 

めの イ ト ーヨ ーカ ドー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 と して 発行 して まいり ます 。 

も とよ り本 冊子 にお いて はま だ不 備な 点も あ るかと 思い ます が、 今後 と も 情報開示 に努 め、 

企業経営の 透明 性を 高め るよ う努 力し てまいり ます 。 また 、 毎日の 事業活動 にお いて も 

社員一人一人 が、 「社是」 「企業行動指針」 「環境指針」 に基 づき 、 時代 や社 会の 要請 

に全 力を 挙げ て取 り組 んで まい り ます 。 ぜひ 、 皆さ まの さ らな るご 支援 ・ ご指 導を お願 い 

申し 上げ ます 。 

代表取締役社長 

株式会社 イ トー ヨー カ堂 
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◎こ の 報告書 について 

９ ５年 から 年１ 回イ ト ーヨ ーカ ド ーで は環 境へ の取 り組 みを 「環境 マネ ジ メ ン ト レポ ー ト 」 と して 発行 して き ま した 。 今回 はＧ Ｒ Ｉ ＊ の 「持 
続可能性報告 のガ イ ド ラ イ ン」 を参 考に 、 環境面 での 報告 に加 え、 社会的側面 の報 告も 取り 入れ て 『よ り良 い生 活、 環境、 社会 
を未 来の 世代 に引 き継 ぐた めの イ ト ーヨ ーカ ド ー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 と して 発行 しま した 。 
ただ し、 今回 はま だガ イ ド ラ イ ンに 合わ せて 報告 でき るこ とは わず かで す ので、 今後 さ らに 社会 ・ 環境 ・ 経済 の各 分野 にわ たる 総 
合的 な報 告を 行 えるよ う検 討を 重ね 、 当社の 社会的責任 に関 して よ り充 実し た報 告が 提供 でき るよ う取り組 みつ づけ たい と 
考え て います 。 
＊GR I G  l o b a l R e p o r t i n gI n i t i a t i v e の略 。 1 9 9 7 年設立 の団 体で 、 全世界 で 適用可能 な 「持続可能性報告 のガ イ ドライ ン」 を策 定し 、 普及 させ るこ と を目 指し てい ます 。 

● この 報告書 は20 0 0 年3月～ 2 0 0 1 年2月の ⑭イ ト ーヨ ーカ 堂単体の 活動 を対 象と して います 。 
● 皆さ まの ご意 見を 承る ため 、 4 4 ペー ジに アン ケ ー トを 設け てお り ます 。 
本書 をご 覧い ただ いた ご感 想、 ご意 見、 ご質 問が ござ いま した ら、 ぜひ ご利 用く ださ い。 

● 皆さ まか ら承 った ご意 見な ど を次 回の 報告書づ く りに 生か し てまいり たい と考 えて おり ます 。 
● 発行 ：20 0 1 年6月 
● 次回発行予定 ：20 0 2 年5月 
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44 アン ケー ト 「  みな さま のご 意見 ・ ご感 想を お聞かせ くだ さい 」 
46 グル ープ 会社 
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“で きることか ら” と “ず っと 継続的に ” 

いま や 環境問題 や 高齢化社会へ の対 応な どは 、 身近 な問 題と して 社会 の誰 もが 早急 に取 り組 ま 

なけれ ばな らな い課 題と なっ てい ます 。 毎日 の生 活に 密着 して いる 私た ち小 売業 は、 商品 のご 提 

案か ら 店舗運営 や設 備の 改善 など 、 幅広 い分 野で それ らの 課題 のお 役に 立つ こ とが 可能 です 。 

そ のため 、 すぐ にで きる こと から 一つ 一つ 確実 に実 行に 移し 、 社会 の幅 広い 人た ちと 連携 し、 継 

続し てい く こ とで 成果 を積 み重 ねる こ とが 重要 であ ると 、 イ ト ーヨ ーカ ド ーは 考え ます 。 

「で き るこ とか ら」 、 そ して 「ず っと 継続 的に 」 。 単に 「量」 や 「規模」 の拡 大を 図る ので はな く、 「質」 に 

こだ わり なが ら一 歩ず つ着 実に進め てい く こ と… …そ れが 本業 でも 環境負荷削減 や 社会活動 で 

も変 わる こ との ない 基本 と して 、 イ ト ーヨ ーカ ド ーが 最も 大切 にし てい るこ とで す。 

経済、 環境、 社会の調和の とれ た成 長を 目指 して 

社会 の中 にあ って 、 私た ちは 、 お客 さ まを はじ めさ ま ざま な方 々 の 協力 とご 支援 によ って 毎日 の仕 

事を 進め てい ます 。 そ のため 企業活 動を 、 事業活動 （経済的側面） 、 環境、 社会的側面 とい う ３つ 

の視 点か らつ ねに と らえ 直し 、 調和 のと れた 成長 を図 り、 社会的 な使 命を 果た して いき たい と考 え 

て います 。 

社是 

私た ちは 、 お客 さまに 信頼 さ れる、 誠実な企業で ありた い。 

私た ちは 、 取引先、 株主、 地域社会 に信 頼される、 誠実な企業で ありた い。 

私た ちは 、 社員 に信 頼される、 誠実な企業で ありた い。 

社是 と事 業の3つの 側面 

社会 とと もに 成長 し続 ける ため に 
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事業の 経済 的側 面   
  

●お 客さ まの 立場 に立 った 商品 ・   
　サ ービ スの 提供   

●マ ーチ ャン ダイジ ング の改 革   
●物 流の 改革   
●ロ スの 削減   

  

事業の 社会 的側 面   
  
●公 正な 取り 引き   
●雇 用の 創出   
●ノ ーマ ライ ゼー ショ ンの 推進   
●バ リア フリ ー／ ユニ バー サル デザ イン の推 進   
●納 税   

事業の 環境 的側 面   
  
●環 境負 荷削減に 貢献 する 商品 の提 供   
●廃 棄物 の減 量化   
●省 資源 ・ 省エ ネルギ ー   
●CO2の削 減   
●グ リー ン購 入   
●リ サイ クル の推 進   

地域 ・社 会と の連 携   
  

●教 育 ・ 人材 育成 への 協力   
●店 舗周 辺の 環境 美化   
●地 域行 事への参 加   

社会 支援活動   
  
●生 活 ・ 文化 支援   
●災 害時 の被災 地支 援   
●募 金等 チャ リテ ィ活 動   

環境 支援活動   
  
●地球規 模の 環境保護 活動 への寄付   
●リ サイ クル 拠点 とし ての 協力   

社会活動   環境保護活動   

事業活動   
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イ ト ーヨ ーカ ドー グル ー プ （ Ｉ Ｙ グル ー プ） では 、 お客 さ ま、 お 取引先、 株主、 地域、 社会 およ び社 

員に 信頼 され る誠 実な 企業 を目 指す という 社是 と 「お 客さ まに 喜ん でい ただ く」 という 経営理 念 

を原 点と して 、 １ ９ ９ ３年５月 、 グル ープ 企業 に属 する すべ ての 役員 、 社員 を対 象に 「 Ｉ Ｙ Ｇ企 業 

行動指針」 を制 定し 、 時代 の変 化に合わ せて ２ ０ ０ １年 度、 改定 を行 いま した 。 

企業の 社会的責任 が厳 し く問 われ 、 企業活 動が 国際 的に広が って いる ため 、 私た ちが 果 

たす べき 役割 もま すま す増大 して います 。 本指針 は、 この よう な責 任を 日々確 実に 果た して い 

く ために 、 日常業務 の中 で私 たちが、 どの よ うに 行動 する こ とが 望ま しい のか 、 また 社会 人と して 

何を 守ら なけ れば なら ない のか を、 一人一人 が考 え、 実行 する ため の基 準を 定め たも ので す。 

こ こで は、 その 精神 を定 めた 前文 と 規定項目 をご 紹介 しま す。 

Ｉ Ｙグ ルー プ企業行動指針 

企業行動指針 と組 織 

企業 の使 命は 、 経営倫理 を尊 重し た経 営に より 、 お客 様に 価値 のあ る商 品と サー ビス を提 供 

し、 新た な富 と雇 用を 生み 出す こと にあ る。 Ｉ Ｙ Ｇの 役員 およ び社 員は 、 こ う した 使命 を果 たし 、 

お客 様に喜ん でい ただ く こと を生 きが いと して いる 。 この ため にも 健全 な 経営体質 を確 立し 、 法 

令 ・ ルー ル、 社会的規範 を遵 守し 、 Ｉ Ｙ Ｇが 関わ る全 ての 人々 の人 権と 尊厳 を尊 び、 国際社会 

の多 様な 価値観 を尊 重し つつ社会的責任 を果 たす 。 こ う した 理念 のも と以 下の 指針 に則 って 

業務 を行 う 。 

はじ めに 
経営倫理 の尊 重 ・ 法令遵守 （コ ンプ ラ イ アンス ） 

第１ 章　事業活動 
１． お客 様と の 関係――販売活動 
２． お取 引先 との 関係――取引活動 
３． 株主 との 関係 
４． 公正 な取 引の 推進 

第2章　社会的責任 
１． 人権 ・ 個人 の尊 厳の 尊重 
２． 雇用 ・ 職場環境 
３． 環境管理 
４． 地域、 社会 との 関係 
５． 情報 の管 理 

（以上、 指針文書の 用字用語 は原 文の ま ま） 

私た ちは 、 この 指針 に基 づき 、 日々 お客 さ まに 適切 な商 品と サ ービ スを 提供 し続 ける と と もに 、 企 
業の 社会的責任 を果 たし 、 また 、 地域社会へ の支 援を 行っ て います 。 

Ｉ Ｙ グル ープ 企業行動指針 

前　　文 

規定項目 
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お客 さま   

店舗   
北海 道／ 東北 ／北関東 ・新 潟／ 埼京 ／武 蔵／ 常磐 ／京 葉／ 京浜 ／湘 南／ 甲信 ・ 東海 ／中 京 ・ 関西 ／エ スパ ／ザ ・ プラ イス   

コー ポレ ー ト組 織   

出店 ゾー ン   

海 
外 
事 
業   

経 
営 
指 
導 
グ 
ル 
ー 
プ   

デ 
ィ 
ス 
カ 
ウ 
ン 
ト 
ス 
ト 
ア 
事 
業   

コ 
ン 
ビ 
ニ 
エ 
ン 
ス 
ス 
ト 
ア 
事 
業   

ス 
ー 
パ 
ー 
マ 
ー 
ケ 
ッ 
ト 
事 
業   

フ 
ー 
ド 
サ 
ー 
ビ 
ス 
事 
業   

ス 
ー 
パ 
ー 
ス 
ト 
ア 
事 
業   

百 
貨 
店 
事 
業   

専 
門 
店 
事 
業   

金 
融 
・ 
保 
険 
事 
業   

不 
動 
産 
・ 
サ 
ー 
ビ 
ス 
事 
業   

製 
造 
加 
工 
業   

出 
版 
事 
業   

FT（フ ェア トレ ード ） 委員 会   業務 推進 部　 広報 室　 コー ポレ ート コ ミュニ ケー ショ ン部   

社会 ・ 文化 開発 室　 監査室   

関係会社統括室   

コー ポレ ート 営業 部門管掌   

環境開発プロジェクト   

業務改革委員会   

経営政策室   経営政策委員会   

IYグ ルー プ代 表   

※2

※1：ク オリ テ ィ ・ コン トロール   
※2：エ グゼ クテ ィブ コミ ッテ ィで 常務 以上 のメ ンバ ーで 構成 され てお りま す 。   

地域社会   株主   お取引先   

店 
舗 
企 
画 
室   

販 
売 
事 
業 
部   

衣 
料 
事 
業 
部   

住 
居 
事 
業 
部   

食 
品 
事 
業 
部   

店 
舗 
開 
発 
室   

開 
発 
本 
部   

総 
務 
本 
部   

財 
務 
本 
部   

シ 
ス 
テ 
ム 
本 
部   

人 
事 
本 
部   

人 
事 
部   

勤 
労 
厚 
生 
部   

総 
　 
務 
　 
室   

渉 
外 
業 
務 
室   

資 
金 
証 
券 
部   

海 
外 
部   

物 
流 
部   

販 
売 
促 
進 
部   

お 
客 
様 
相 
談 
室   

Q
C
室 
  

経 
　 
理 
　 
部   

グ 
ル 
ー 
プ 
財 
務 
室   人事室   

管理本部   

E.C
企画室   

営業本部   中国室   

秘書室   

社長   

取締役会   
監査 役・ 監査 役会   

※ 
1

社是 の精 神に 則り 、 私た ちは お客 さ ま、 地域社会 を 出発点 と して 組織 づく り を行っ て います 。 

イ ト ーヨー カド ーの 組織 
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イ トー ヨー カ ドー は、 1都１道 2府 20県 にス ーパ ース トアを 出店 し、 
つね にニ ーズ の変 化に対 応し た品揃 え、 
フレ ンド リー なサ ービスで 、 お客 さまを お迎え して いま す。 

変化 に合 わせて 自己革新 を続 ける 
店舗分布と業績 

イ トー ヨー カド ーの 主な事業内容 
衣料品 （婦人衣料、 紳士衣料、 服飾 ・ 雑貨、 肌着、 子ど も衣 料な ど） 、 住居関連商品 （住居用品、 日用雑貨、 ホビ ー ・ レジャ ー用 品な ど） 、 
食料品 （加工食品、 生鮮食品 など ） の小 売業 を主 と して 営ん で います 。 

IYグル ープ の事業の内容 

イ ト ーヨ ーカ ドー は、 セブ ン-イ レ ブン ・ ジャ パン 、 デニ ー ズ、 ヨー ク ベニ マル 、 さ らに 米国 の7-Eleven,Inc.など の各 社と Ｉ Ｙ グル ー プを 形成 し、 主 
と して スー パー ス ト ア事 業、 コン ビニ エン スス ト ア事 業お よび レ ス ト ラ ン事 業を 行っ て います 。 

事業の状況 

IYグル ープ では お客 さま のニ ーズ の変 化に 対応 し続 ける 経営 
体制 の確 立に 努力 して きま した 。 マー ケテ ィ ング と 商品開発力 
のレ ベル ア ッ プに 努め ると と もに 、 Ｐ ＯＳシ ステ ムを 活用 した 単品 
管理 の徹 底に よる 発注 や 在庫管理の 精度向上 にも 継続 的に 
取り 組ん で います 。 また 、 国内外 の様 々 な 取引 先と チー ムを 組 
み、 「チ ーム マー チャ ンダ イ ジン グ」 の手 法で 魅力 的な 商品 の開 

決算年月 1997年 2月 期 1998年 2月 期 1999年 2月 期 2000年 2月 期 2001年 2月 期 

営業収益 
（百万円） 

2, 858, 607 2, 976, 461 3, 113, 122 3, 067, 942 3, 103, 607

税引前当期利益 
（百万円） 212, 207 212, 673 206, 600 170, 373 163, 781

純利益 
（百万円） 74, 326 70, 463 66, 620 47, 630 48, 884

株主資本利益率 
（％） 8. 7 7. 7 6. 9 4. 8 4. 8

発に も挑 戦し てき ま した 。 これ らの 結果 、 2001年2月期 の営 業 
収益 は、 3兆１ ,036億7百万円 と前 年に 比べ 356億6千5百万 
円 （1.2%） の増 収と なり ま した 。 利益面 では スー パー ス ト ア事 業 
の不 振に よ り 税引前利益 は、 1,637億8千1百万円 と 前年度 に 
比べ 65億9千2百万円 （3.9%） の減 益と なり ま した が、 純利益 は、 
主に 法人税率 の引 き下 げ （実効税率 で約 ６ポ イ ン トの 低下 ） に 
よ り、 488億8千4百万円 と前 期に 比べ 12億5千4百万円 （2.6%） 
の増 益と なり ま した 。 

■ 連結決算5年間の推移 

● 連結子会社　　 51社 

● 持分法適用会社　7社 
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■ 出  店エ リア と 店舗数 （2001年2月末現在 182店舗） 

  

北海道   
16

青森県 5

岩手県 1

秋田県 1

宮城県 3

福島県 5

新潟県 2

栃木県 4

茨城県 6

千葉県 22

埼玉県 21

群馬県   
3

東京都 31

神奈川県   
30

山梨県   
3

長野県 6

岐阜県 2

愛知県   
8

静岡県   
6

大阪府   
2

京都府 1

兵庫県 2

岡山県   
1

広島県   
1

項目 性別 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

男性 10, 384名 150名 （減） 36歳 10ヵ 月 14年 1ヵ 月 

女性 5, 562名 418名 （減） 27歳 5ヵ 月 6年 10ヵ 月 

合計または平均 15, 946名 568名 （減） 33歳 6ヵ 月 11年 6ヵ 月 

■ 従業員の状況 
（2001年2月末日現在） 

（注） 上記従業員数 のほ かに パー トタ イマ ー24,515名 （1日8時間換算 によ る 月平均人数） を雇 用し てい ます 。 

決算年月 1997年 2月 期 1998年 2月 期 1999年 2月 期 2000年 2月 期 2001年 2月 期 

営業収益 
（百万円） 

1, 546, 435 1, 547, 594 1, 563, 338 1, 508, 910 1, 479, 825

経常利益 
（百万円） 69, 645 70, 337 71, 202 51, 081 42, 094

純利益 
（百万円） 43, 147 41, 322 42, 099 33, 600 20, 005

■ 単体決算5年間の推移 

事業の状況 

消費 マイ ン ドの 冷え 込み に対 応す るた め、 イ トー ヨー カ ドー では 
いま まで にな い 「新 しい 価値 のあ る商 品」 の提 供を 図り 、 ＭＤ 
（マ ーチ ャ ンダ イ ジン グ） の改 革、 売り 場づ く りの 改革 に取 り組 ん 
でい ます 。 衣料品部門 は、 2000年5月に 「IYデザ イ ンス タジ オ」 を 
設立 し、 デザ イ ン面 でも お客 さ まの ニー ズに 応え るハ イ ク オリテ ィ 
な商 品づ く り を追 求。 さ らに 、 産地 の開 発、 生産管理機能 の 
強化 に努 め、 マー ケ ッ ト ・ ニー ズをス ピー デ ィ ーに 反映 した 商品開 

発体制 を整 備し てき ま した 。 食品部 門で は、 プラ イ ベー ト ブラ ン ド 
「買物上手」 「料理上手」 を軸 に 差別化商品 の育 成を 図る と と 
もに 、 生鮮食品 では 個店 ごと の 地場仕入 れ、 Ｂ ｔ ｏ Ｂ （企業間 
の 電子商取引） など を取 り入 れて 、 新鮮 でリ ーズ ナ ブル な価 格 
の 商品提供 に取 り組 んで き ま した 。 住居部 門で は、 Ｂ ｔ ｏ Ｂな ど 
を活 用し てチ ーム ＭＤ の再 構築 を図 り、 Ｉ Ｙ ベー シッ クス など の差 
別化商品群 の強 化を 進め てき ま した 。 



  
  

  

  
  

8%

6%

19%

6%

3%

16%

7%

17%

3%

15%

働き やすい 仕組 みと 環境の整備 

流通業 の主 役は 人。 イ ト ーヨ ーカ ド ーは 「人」 を大 切に した 仕事 、 
組織 のあ り方 を追 求し 、 本人 がラ イ フス タ イル や 生活設計 に合 
わせ て勤 務地 を選 択す る 「社員群制度」 を導 入し て います 。 ま 
た、 人権啓発室 など を中 心に 、 セク シャ ルハ ラスメ ン トや 差別 の 
ない 、 誰も が働 きや すい 環境 づく りに 取り 組ん で います 。 

出産や介護 と 仕事の両立 に 
「リ ・チ ャレ ンジ プラ ン」 

少子化 ・ 高齢化社会 にい ち早 く対 応し 、 男女 の区 別な く出 産 
や育 児、 ある いは 介護 のために 勤務時 間を 短縮 した 「勤務 プ 
ラ ン」 、 いっ たん 休職後仕事へ の復 帰を 支援 する 「休職 プラ ン」 、 
いっ たん 退職後 、 一般応募者 より 優先 的に 採用 され る 「再雇 
用プ ラ ン」 を設 け、 働く 意欲 のあ る人 が働 き続 けや すい よ う支 援 
して います 。 
◎ 2000 年取得件数 ： 109 名　累計取得件数 ： 778名 

障害者の雇用促進 

イ トー ヨー カ ドー では !人 は皆 何ら かのハ ンデ ィ を持 つと いう 謙 
虚な 姿勢 で"ハ ー ト とハ ー ド を組 み合 わせ て トー タ ルに 取り 組 
む# 相手 の立 場、 相手 の目 の高 さに 立っ て考 える という 3つの 
姿勢 でノ ーマ ライ ゼー シ ョ ンの 推進 に取 り 
組み 、各 店舗 ・事 業所 で積 極的 な障 害 
者雇 用を 進め て います 。 障害 の内 容や 程 
度に よっ て働 く場 所を あら かじ め限 定し て 
しま わず 、 さ ま ざま な人 を受 け入 れる こ と を 
前提 と して 、 どの 店舗 、 どの 売り 場で も障 
害の ある 方が 快適 に働 ける 環境 の整 備 
に努 めて いま す。 その 結果 、 いま では 売 
り場 から 事務部門 まで 幅広 い分 野で 、 障 
害の ある 方が 社員 と して 活躍 して います 。 

●株式会社 テル ベ 
重度障害者の 雇用機会拡大 を目 指し 、 
北海道北見市 と 共同出資 の 「株式会社 
テル ベ」 を １ ９ ９ ４年 に設 立し ま した 。 現在、 
椎茸栽培、 印刷事業 に取 り組 んで います 。 
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働く 人の ライ フス タイ ルを 尊重 する とと もに 、 
男女共同参画、 ノー マラ イ ゼー ショ ンな ど社 会的な課 題に も積 極 的に応 えて いま す。 

誰も が快 適に 働け る環 境を つく る 
人事制度 とノ ーマ ライ ゼー ショ ン 

1996年   1997年   1998年   1999年   2000年   

1. 85
1. 92

1. 82
1. 92

2. 08

（%）   

0. 5

1. 0

1. 5

2. 0

2. 5

■ 障害者雇用率の実績推移 

※SC:サー ビス カウ ンタ ー 
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社員教育の推進 

毎日 の仕 事の 中で 実地 に即 した 教育 に力 を注 ぐと と もに 、 人事異動 や新 店の オー プン をは じめ さま ざま な機 会に 社員研修 を 実施。 
業務 に関 する 知識 や技 術の 習得 だけ でな く、 人権、 公正取引、 バリ アフ リー など 幅広 く、 社会人 と して 不可 欠な 知識 の習 得 を図っ 
てい ます 。 また 、 同和問題 をは じめ 、 在日外国人問題、 ノ ーマ ライ ゼー シ ョ ン、 セク シャ ルハ ラスメ ン トな どに 関 する研 修に も積 極的 に参 
加し て います 。 

ノー マラ イゼ ーシ ョン に関 する 社員教育の 
実施状況 （ 2000 年度） 

●社員の ノー マラ イゼ ーシ ョ ン研修 
障害 のあ る方 や高 齢の 方な ど、 誰も が快 適に 参加 でき る社 会 
を目 ざす 「 ノ ーマ ラ イ ゼー シ ョ ン」 の考 え方 を毎 日の 接客 の中 で実 
践で きる よう 、 新入社員研修 や新 店オ ー プン 前の 社員研修 で 
は、 ノ ーマ ラ イ ゼー シ ョ ン教 育を 必ず実施 して いま す。 

●手話教育への取 り組 み 
イ ト ーヨ ーカ ドー では 社員の 手話習得 を 積極的 に支 援し てい ま 
す。 研修時 など に 手話講習会 を 継続的 に 開催。 初級、 中級講 
座を 修了 した 社員 に 「手話 バッ ジ」 を交 付し 、 お客 さ まに も社 員 

体験学 習を 取り入 れ、 体の 不自 由な お客 さ まの 立場 で 
接客 の仕 方を 考え る研 修も 。 

◎手話バ ッチ 取得社員 ： 2001年 5月末日現在約1,000名 

● 新人社員研修 
● 新任役職者研修 
● 新店役職者 ・ リー ダー 担当者研修 
● 新店社員研修 （パー トナ ー社員、 テナ ント 
社員含 む） 

● 新店 ノー マラ イ ゼー ション 体験学習 
● 既存店社員研修 
● 手話講習会 

グル ー プ入 社式 の 手話講習 

◎ 2000 年開催回数 ：70回　参加人数 ：約 10, 000名 

その他   
衣料品関連   
売り場   

住居品関連 
売り場 

食品売り場 
（生鮮）   

食品売り場 
（生鮮以外） 

レジ   
SC

商品管理   

電話交換   

POS・ POP

事務   

※   

■ 障害者の 
担当業務の構成 
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商品やサ ービスに 関す るお 客さ まの 声 を積極的 にう かが い、 迅 速に対 応す るた め、 
「お客 様相談室」 「Ｑ Ｃ （ク オリ テ ィ ・ コン トロ ール ） 室」 が 社内各部門 と連 携し て、 
各種の取 り組 みを 進め てい ます 。 

お客 さ まの 「信頼」 に応 える 
クオ リテ ィ ・マ ネジ メン ト 

お客 さま の声 を 
店づ くり やサ ービ スに 生か す 
「お 客様相談室」 

店舗 や本 部に 寄せ られ るお 客さ まの ご意 見、 ご不 満、 ご要 望、 
ご質 問な ど を承 り、 毎日 の仕 事に 反映 させ る ために 「お 客様相 
談室」 を設 けて いま す。 
「お 客様相談室」 では 、 お客 さ まに ご指 摘い ただ いた 点に つき 、 
商品、 サ ービ ス、 店舗設備 など 関連部門 と連 携し て改 善に 取り 
組ん でい ます 。 また 社内 の情 報シ ステ ムに 「お 客さ まの 声の 掲 
示板」 を開 設し 、 社員 が随 時、 パソ コン でお 客さ まの 声に 触れ 
られ るよ うに して 、 情報 の共 有化 を図っ てい ます 。 
また 、 年二回開催 され る日 本チ ェー ンス ト ア 協会主催の 地域消 
費生活懇談会 を始 め、 さ ま ざま な機 会を 通じ て 地域社会 や消 
費者団 体と のコ ミ ュニ ケ ーシ ョ ンを とっ て います 。 

●お客さ まと の対話 を進 める 「く らし のア ドバ イザ ー」 制度 
「お 客様相談室」 では 、 「消費生活 ア ドバ イ ザー 」 の資 格を 持つ 
方に 業務委託 し、 お客 さ まか ら直 接ご 意見 やご 要望 をう かが う 
「く ら しの ア ドバ イ ザー 」 制度 を取 り入 れて います 。 現在 ８名 の 「く 
ら しの ア ドバ イ ザー 」 が各 店舗 を巡 回し てお 客さ まの 声を うか が 
い、 商品開発 やサ ービ スに 反映 さ せる役 割を 果た して いま す。 

お客 さま の立場 に立 った 品質管理 
「Ｑ Ｃ （ク オリ テ ィ ・ コン トロ ール ） 室」 

衣料 ・ 住居 ・ 食品関連商品 それ ぞれ の 商品特性 に応 じた 品質 
管理 に取 り組 み、 つね にお 客さ まに 安心 して ご利 用い ただ ける 
商品 の提 供を 追求 して います 。 
衣料部門 では お客 さま の着 用し やす さ、 住 居部門 では 安全 
性・ 利便性、 食品部門 では 味、 鮮度 を重 視し て、 品質 の向 
上 ・ 改善 を図 って いま す。 また 、 事故 の予 防は も とよ り、 問題 が 
発生 した 場合 は、 外部検査機関 や 行政当局 との 連携 によ る 
客観的 な 原因究明 と迅 速な 対応 を図っ て います 。 
商品 づく りに 当た って は、 独自の 品質基準 を設 け、 お取 引先 
と協 力し て素 材、 製法 など について きめ 細か な 品質管 理に 力 
を注 いで います 。 また 生産 メー カー さん の 工程管理、 チェ ッ クに 
も きめ 細か く協 力を 求め 、 環境負荷 の削 減 を図っ てい ます 。 
さ らに 、 売り 場で の 商品管理 や 商品開発へ の参 画な ど、 より 
踏み 込ん だ対 応を 進め て います 。 

社員 やお 取引先 を対 象に 、 毎年開催 し ている 品質改善提案展 

● 品質向上に向けて情報の共有化 を図 る 
「 品質改善提案展」 
品質向上、 不良品発生率 の低 減に向け て、 社員 やお 取引先 
の品 質へ の意 識を 高め 、 役立つ情報の 共有 化を 図る ために 、 
毎年 「 品質改善提案展」 をイ ト ーヨ ーカ ドー 本部 で開 催。 実際 の 
商品展示 や パネル 展示 によ って 、 品質 に関 する 問題点 や苦 
情分析、 品質管理体制の 改善事例 など を 具体的 に紹 介し て 
います 。 

お客 さ まの ご意 見を う かが うた めに 全店 に設 置さ れ てい る 
「お 客様 の声 」 ボッ クス 。 
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公正な取 り引 きを 推進 する 
「Ｆ Ｔ （フ ェア トレ ード ） 委員会 ・ 事務局」 

創業以来、 お客 さ ま、 お取 引先 との 公正 な取 り引 きに 向け て、 
各部門 ごと にコ ンプ ラ イ アンス （法令遵守） の確 保に努め てき ま 
した が、 さ らに 組織 だっ た取 り組 みを 進め るた め1999年に ＦＴ 
（フ ェア ト レー ド） 委員会 およ びＦ Ｔ 事務局 を 設置。 適正 な価 格 
表示 ・ 原産地表示等の 商品表示、 お取 引先 との 公正 な取 り引 
きに 関す る さ ま ざま な活 動を 進め てい ます 。 

●正確な商品 ・ 価格情報の提供に向けて 
独占禁止法 や 景品表示法 に基 づき 、 お客 さ まの 誤解 をま ねか 
ない 正し い 価格表示 ・ 原産地表示等の 商品表示 を行 うた めの 
方針、 社内規則 を定 め、 ＦＴ 事務 局が その 実施 にあた って い 
ます 。 ＦＴ 事務 局は 、 つね にチ ラシ 、 広告表現 のチ ェ ッ ク を行 う 
と と もに 、 社員教育 を進 めて いま す。 
社員教 育で は、 毎週全店 の店 長が 本部 に集 まっ て開 催す る 
店長会議 など での 周知徹底、 定期人事異動 にと もなう 新任幹 
部 （店長、 統括 マネ ジャ ー、 マネ ジャ ーなど） 社員研修、 新任仕 
入れ 担当 者 （バ イ ヤー 、 デ ィ ス ト リ ビュ ータ ー） 研修 の際 に、 必ず 
価格表示 など に関 する 教育 を 実施。 さ らに 新規出店時 には 新 

店の 社員 、 パー ト ・ アル バイ ト社 員を 対象 に、 適正 な 価格表示 
に関 する教 育を 行っ てい ます 。 その 他、 適宜、 外部 から 専門家 
を招 いて 、 関係法規 に関 する 研修 など を進 めて います 。 

●お取引先 との 「公正取引」 の推進 
商品仕入 れな どに 際し て、 対等 な立 場に 立っ て公 正な 取り 引 
き を行 うた め、 文書 に基 づい た 売買契 約な どに 関す るル ール を 
明確 に 打ち出 して います 。 その 一部 をご 紹介 する と、 
! 新規取引先 と 取り引 きを 開始 する 際は 、 売買基本取引約 

定書 を締 結し 、 その他詳細 につ いて も 相互了解 を図 る。 

" 個々の発注 に際 して は、 発注 書を発 行す る。 

# 約  定書 ・ 発注書の内容 を双 方で遵守 する 。 

など です 。 
これ らの ルー ルを 徹底 する ため 、 「適切 な商 品・ 価格表示 の 
推進」 に関 する場 合と 同様 に、 定期人事異動 の際 の 社員研 
修、 店長会議 など 社内会議 の機 会に 随時 、 社員教育 を進 め 
て います 。 

● 外部講師 による 独占禁止法講習会 （対象 ： 全仕入れ担当者） 
● 資  料 「下請法 ・ 独占禁止法のあ らま し （公正取引編） 」 の関係者全員へ の配布 
● 価格表 示に関 する 研修 （対象 ： 全店長） 
● 社  内ス タッ フに よる 独占禁止法研修 （対象 ： 全仕入れ担当者） 
● 独占禁止法 に関 する フォ ロー 研修 

Ｆ Ｔ 事務局の主な研修活動 

1999年 

● 下請取引適正化推進講習会 テキ ス ト配 布 （対象 ： 仕入れ担当者） 
● 公正取引研修 （対象 ： 新任店長） 
● 公正取引研修 （対象 ： 新任仕入れ担当者） 
● 公正取引研修 （対象 ： 店舗 の新任統括マネ ジャ ー） 
● 公正取引研修 （対象 ： 店舗 の新任食品担当マネ ジャ ー） 
● 公正取引研修 （対象 ： 店舗 の新任衣料担当マネ ジャ ー） 
● 公正取引研修 （対象 ： 店舗 の新任住居担当マネ ジャ ー） 
● 公正取引研修 （対象 ： 不定期新任マネ ジャ ー） 
●不 当な価格表示 につ い ての景品表示法上の考 え方 「手引書」 全社配布 
● 新店研修 （成田店、 甲府昭和店、 広畑店、 エス パ川崎店、 青森店、 新浦安店、 
千歳店、 柳津店、 武蔵境店、 木場店、 東大阪店、 浜松宮竹店） 

2000年 

事業活動編 

お客 さま 、 お取引先 から 信頼 される誠 実な企業であ り続 ける ため 、 
社内 にＦ Ｔ （フ ェア トレ ード ） 委員会 ・ 事務局 を設 置し 、 適正な価格表示 ・ 原産地表示等の商品表示 や 

取引方 法に関 する 教育、 営業活動 のチ ェッ クを 行っ てい ます 。 

公正、 誠実 な関 係を 築く 
フェ アト レー ド 
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● ごみが減 る   
● 配送車両が 減り 、 温暖 化ガ スの 
　排 出量 が減 る   
● 省資源 、 省エ ネルギ ーが 進む   

「単 品管理」   
「チ ーム ・ マー チャ ン ダイジ ング 」   

● 不要な 品揃 えや 在庫 を減 らす   
● 売れ 残り を減 らす   
● 返品 をな くす   
● 不良 在庫 の処 分な どム ダを なく す   

経営面 のメ リ ッ ト   

● お客 さまに支 持さ れる商 品の 
　販 売、 新商品の 提供   
● お客 さま との 信頼 関係 （ス トア     
　ロ イヤ ルテ ィ） を強 化   
● 不良 在庫 、 返品 、 処分 など を削   
　減 して 経営 資源 を有 効活 用   

環境面 のメ リ ッ ト   

■「 単品管理」 によ るロ ス削 減 

お客 さま ・ 地域 社会   

商品センター   本部   

デニ ーズ ジャ パン   セブ ン － イレ ブン ・ ジャ パン   

環境 開発 プロ ジェ ク ト   

● 仕入 れ部 門   
● 資材 仕入 れ部 門   
● 物流 部門   
● 廃棄 物管理部 門   
● 販売 促進 部門   
● 建築設計 、 施設 管理部門   
● コ ミュニ ケー ショ ン部 門   

社内 環境 ・社 会活 動監査人   

社外 環境 ・社 会活 動監査人   
● 社会的な 視点 から 公正 な立 場で 活 
　動 をチ ェ ック し、 助言   

● 社内 各部 門か ら独 立し て客 観的 な 
　 立場 で評 価   
● 政策決定 に参 画   

イ トー ヨー カ ドー   

イ トー ヨー カ ドー グル ープ 環境 委員 会   

実 
行 
部 
門   

監 
査 
部 
門   

行動を評価   

政策決定に参画   

店 
舗   

店 
舗   

店 
舗   

店 
舗   

店 
舗   

・ 部門横断的 に 環境開 発プロ ジェ クト を組 織し 、 全社的 に 環境負荷削減の 取り組 みを推 進。 

・ 監査制度 によ り、 定期 的に 実施状 況を監 査。 
特色 

イ トーヨー カド ーの 環境 マネ ジメ ント 組織 
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環境 
マネ ジメ ント 編 

イ トー ヨー カ ドー では 、 環境 への 取り 組み に当 たり 、 
なに より も毎 日の業務の中 で環境負 荷を 削減 して いく こと を重 視し てい ます 。 
その ため 、 事業の全段階 での環境負荷の把 握と 業務改革 によるロ ス の削減 を進 めていま す。 

環境負荷 の 
よ り小 さな 小売業 を目 指し て 

「単品管理」 を通 じて 
経営 ・ 環境両面の改革 を推 進 

チェ ーン ス ト アの 事業活 動そ のも のか ら発 生 する 環境負 荷を 削 
減す るこ と。 イ ト ーヨ ーカ ドー の環 境へ の対 応は 、 そこ に基 本が 
あり ます 。 私た ちは 、 70年代以来、 商品一つ一 つの 動向 を把 
握し 、 お客 さ まに 支持 され ていない 商品 （死 に筋 ） を排 除し て、 
持続的 にお 客さ まの ニー ズに 合っ た品 揃え を追 求す る 「単品管 
理」 を推 進。 これ によ り、 売れ ない 商品 をつ く り続 ける ロス 、 売 
れ残 りの 商品 を廃 棄す るロ スな ど と、 それ にと もなう 製造 、 物流、 
販売 の各 段階 で発 生す るロ ス削 減 を図っ て います 。 
と りわ け、 1982年以来取 り組 んで いる 「業務改革」 では 、 単品 
管理 の徹 底、 お取 引先 と一 体と なっ たマ ーチ ャ ンダ イ ジン グ、 情 
報シ ステ ムを 活用 して お客 さ まの 声を 売り 場か ら商 品づ く りの 現 
場ま でス ピー デ ィ ーに 反映 させ ると いっ た取 り組 みに 力を 注い で 
います 。 

これ らの 取り 組み は、 小売業の 効率化 はも とよ り、 環境負荷 
の削 減に も効 果を 上 げて います 。 たと えば 、 製造段階 での 原 

負荷   
●商 品の 製造 、 生産 時の資源 ・ エネ 
　ル ギー の消費   
●周 辺環境へ の負 荷   
  
負 荷削減 の対 応   
●お 客さ まの ニー ズに あっ た商 品を 
　適時適量仕 入れ 、 資源 のム ダ使 い 
　を 減ら す 

生産 ・ 仕入 れ段 階   

生産 地 （お 取引 先工 場な ど）   

負荷   
●配 送車 両の エネ ルギ ー消 費、 Ｃ Ｏ 2
　 の排 出   
●交 通混雑へ の影 響   
●輸送用 の梱 包資 材 （段 ボー ル箱 や 
　ハ ンガ ー） の廃 棄物   
  
負 荷削減 の対 応   
●共 同配 送な ど合 理的 な物 流体 系 
　の 構築 で、 車両台数 や走行距 離の 
　削 減   
●通 い箱 やリサイ クル ハン ガー の利 用、 
　ハ ンガ ー納 品に より 梱包 資材 の 「使 
　い捨 て」 を削 減 

物流段階   

センター ／配送車両な ど   

負荷   
●廃 棄物の発 生＝ 生ご み、 紙、 段ボー 

　ル箱 、 発泡 スチ ロール、 陳列 器具 、 

　そ の他 資材   

●紙の消 費＝ チラ シ、 包装 紙、 レシ ー 

　ト など   

●エ ネルギ ー消 費＝ 電気 、 ガス 、 水道 

　な ど   

●排 水に よる 周辺 環境への負 荷   

●冷 媒と して フロ ンの 使用   

  
負 荷削減 の対 応   
●商 品の 廃棄 ロス など の削 減   
●廃 棄物 の減 量化 、 分別 、 リサイ クル 

　の 徹底    
●再 生紙 の利 用、 グリ ーン 購入  

●き め細 かな 省エ ネの 実行    
●排 水、 フロン 等の適正 な管 理 

店舗段階   

売り 場／ バッ クル ーム   

負荷   
●レ ジ用 ポリ 袋 （買 物袋 ） 、 包装 紙、 　 
トレ イな どの 廃棄   
  
負 荷削減 の対 応   
●包 装の 簡素 化、 トレイの 削減 、 ビン 、 
　カ ン、 トレ イな どの リサイ クル  

販売段階   

お客さま   

材料 の消 費を 最小必要限 に抑 える 、 販売段階 で売 れ残 った 
商品 の廃 棄な ど を削 減す るこ とが でき ます 。 
現在、 より いっ そう 単品管理 の精 度を 上げ ると と もに 、 この 手 
法を 物流 、 建物、 エネル ギー 、 廃棄物 など あら ゆる 面の 管理 に 
導入 し、 最小限 の資 源 ・ エネ ルギ ー消 費と 最大 のお 客さ まサ ー 
ビス の両 立を 追求 。 経営効率化 はも とよ り、 お客 さ ま、 お取 引 
先な どに メ リ ッ ト を提 供で き る 「単品管理」 の取 り組 みを 通じ て、 
持続性の ある 環境負荷の 削減 を進 めて いま す。 

環境負荷の把握 と検 証 

環境負荷 の削 減に は、 事業 の各 段階 にお ける 環境負荷 の把 
握が 不可 欠で す。 私た ちは 1970年代以来、 事業活動 にお ける 
環境負荷 の把 握に 取り 組み 、 全社 を挙 げて その 検証 を続 けて 
います 。 
また 、 1990年以来、 環境開発 プロ ジェ ク ト を設 置し て、 組織横 
断的 な議 論と 検証 の場 を設 け、 環境負荷の 客観的 なデ ータ の 
蓄積 を進 めて います 。 

■ 小  売業 にお ける 環境負 荷と 対応 
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1． 事業活動 にお ける 責任 

●商 品に 対す る環 境面で の責任 

第1条　 環境面へ の安全性 に配 慮し た生 産・ 仕入れ 
商品 の生 産・仕 入れ に当 たり 、 お取 引先 と協 
力し なが ら、 その 商品 の品 質の 安全性 と と もに 
環境 に対 する 影響 を も評 価し 、 よ り 環境負荷 の 
少な い商 品の 生産 ・ 仕入 れに 努め る。 

第2条　 環境 に配 慮し た商品の提案 
お客 さ まに ご支 持い ただ ける 環境 に配 慮し た商 
品を 販売 し、 環境 を考 えた 生活 を提 案 する。 

●事業活動全分野 にお けるロ ス削 減 

第3条　 ロス 削減、 店舗施設の省エネ ルギ ー、 業務の省 
資源化 
事業活動の 全分野 でロ ス削 減に 努力 する 。 ま 
た節 電、 節水 をは じめ と する省 エネル ギー 型の 
店舗運営 と、 資源 の節 約に つな がる 事業活動 
を推 進し 、 省エ ネ、 省資源 に努 める 。 

第4条　 お客 さま に提 供 するサ ービ ス活 動での省資 
源化 
お客 さ まに 提供 する商 品の 包装 や、 販売 ・ サー 
ビス の 提供方法 を見 直し 、 簡易包装 など 資源 
の節 約に努め る。 

●廃棄物の処理 とリ サイ クル の推進 

第5条　 廃棄物の責任 ある 処理 ・ 廃棄物の減量 
廃棄物 は、 その 減量化の ため の計 画を 作る と 
と もに 最終処理 まで 責任 を持 っ て監 視す る。 ま 
た資 源と なる 廃棄物の リサ イ ク ルを 計画 的に 進 
める 。 

第6条　 リサ イク ル の推進 ・ リサ イク ルシ ステ ムの開発 
効率 のよ い、 効果的 なリ サ イ クル を実 現す るた 
めリ サ イ ク ルシ ステ ム、 ルー ト を開 発し 、 リサ イ ク ル 
社会 の推 進に 寄与 する。 また 事業活動 の中 で 
も 再生品資材 の使 用に努め る。 

●店舗内外の環境整備 

第7条　 店舗 ・地 域の クリ ンリ ネス 
清潔 で快 適な 生活環境作 り のため 、 店舗及 び 
店舗 まわ りの 清掃活動 を推 進す る。 

第8条　 物流面 にお ける 環境へ の配慮 
商品の 流通過程 でお きる 環境負 荷について 、 
お取 引先 と協 力し 、 その 負荷 を減 少さ せる よ う 
に努 める 。 

2． 地域社会 ・お 客さ まと の協力、 社会貢献 

第9条　 地域 ・お 客さ まと の協力 
地域 やお 客さ ま と協 力しあった 社会貢献活動 を 
実施 する。 

第 10条 環境面の社会活動 
イ トー ヨー カ ドー グル ープ 各社 それ ぞれ が決 めた 
環境分野の 社会活動 を継 続し て実 施す る。 

第 11条 情報公開 
お客 さ まに 必要 な呼 びか けを 行い 、 取り 組み の 
結果 は、 随時内外 に報 告す る。 

3． 社員の責任 と自 覚 

第 12条 社員教育活動 
社員一人一人 が職 場の 業務 を通 じ、 環境 に 
責任 を負っ てい るこ とを 自覚 し、 十分 な注 意を 
払う 。 
こ う した 社員 の意 識を 高め るた め、 必要 な社 員 
教育活動 を行 う 。 

4． 組織 と 環境監査 

第 13条 各社の組織 と実 行 
イ ト ーヨ ーカ ド ーグ ルー プ各 社は 、 環境規約 を も と 
にし た環 境へ の取 り組 みを 実行 する ため 、 各社 
に 環境担当役員 と 担当者 を置 く。 また 、 取り 組 
み行 為 ・ 目標 など は、 各社、 年度 ごと に設 定し 
実行 する。 

第 14条　環境監査 
イ トー ヨー カ ドー グル ープ 各社 は、 各社 ごと に環 
境監査人 を置 き、 環境へ の取 り 組みの 達成度 
を年 １ 回環境監査 する。 

第 15条 「イ トー ヨー カド ーグ ルー プ 環境委員会」 の 
設置 
環境 への 取り 組み をグ ルー プと して 進行 させ る 
ため グル ープ 横断 の 「イ トー ヨー カ ドー グル ープ 環 
境委員会」 を組 織す る。 

＊ 環境指針、 環境規約 は1994年4月、 『イ トー ヨー カド ーグ ルー プ環 境 
委員会』 が作成 し、 グル ープ 共通の環境 に対 する 理念 とし て共有す 
るこ とを 決定 、 1998年4月、 一部改訂 しま した 。 

環境規約 
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1． 事業活動 に対 する 責任 
私た ちは 企業活動 の中 で、 環境保護、 ロス 削減 、 資源 の 

有効利用 ・ 再資源化、 省 エネル ギー 、 廃棄物の 削減、 環境 

汚染 の予 防に努め 、 企業 の責 任を 果し ます 。 

2． お客 さま との 協力 と 情報公開 

私た ちは お客 さ まとと もに 環境保護 に努 め、 活動 の結 果を 

監査 し、 文書化 し、 広く お客 さ まや 社員 に 情報公開 しま す。 

3． 地域社会 と の協力 ・ 社会貢献 

私た ちは 環境分野の 社会貢献活動 を 継続的 に行 い、 企 

業市民 と して の役 割を 果し ます 。 

4． 社員の責任 と自 覚 

私た ち 社員一人一人 は、 この 環境指 針に 基づ き、 企業 や 

社会 の中 でそ れぞ れの 立場 で 環境問題 について 考え 、 自 

分の 役割 を自 覚し て行 動す るよ う努 めま す。 

5． 環境目標の設定 と見 直し 

私た ちは こ う した 取り 組み が年 ごと に改 善さ れる よ うに 努め 、 

環境 に関 連 する法 規制 を遵 守し 、 企業活動 の分 野ご とに 

自主的目標 を定 め、 それ を年 ごとに 見直 しま す。 

全社員 に環 境へ の取 り 組みの基本的な考 え方 と 具体的な行動へ のガ イ ドラ イン を示 すと 
とも に、 企業 とし ての姿勢 を明確 にする ため 、 「環境指針」 「環境規約」 を定め ると とも に、 
変化 に合 わせて見 直し を続 けて いま す。 

イ トーヨー カ ドー グル ー プ 

環境指針 と 環境規約 

私た ちは 、 安全 で良 質な商品 ・サ ービ スを お客 さまにお 届け し、 

ご満 足い ただ くこと が第一の使命 であ ると 考え ます 。 

同時 に私 たち を 取り巻 く 環境問題 につ いて も、 

私た ちに ふさ わし い責 任を果 すこ とを 目指 しま す。 

環境指針 
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チー ムＭ Ｄに よる 資源の有効利用 

お取 引先 と一 体と なっ た 商品開発 を行 う 「チ ーム MD（マ ーチ ャ 
ンダ イ ジン グ） 」 によ り、 製造段階 から 販売段階 まで 、 情報 の共 
有化 を背 景に 一貫 した マネ ジ メ ン トが 可能 にな り ます 。 こ れは環 
境面 でも 次の メ リ ッ トが あり ます 。 

! ニ  ー ズのあ る商 品に 絞り込 んで生産 し、 従来の見込 み 

生産 で発 生し ていた大量の売れ残 りに よる ムダ を 削減。 

"生  産、 流通過程の在庫 コン トロ ール が可 能に なり 、 原材 

料の有効利用。 

「 エコシ ス28℃」 

地球温暖化防止 に向 けて 夏季の 電力消費量 を削 減 
する ため 、 政府 では 冷房 の28℃設 定を 推奨 して いま す。 
「エ コシ ス28℃」 は素 材、 織り 組織 、 加工、 縫製仕様 な 
どす べて の面 で涼 感ノ ウハ ウを 結集 し、 28℃環 境を 考 
えて 開発 した 衣料品。 同シ リー ズに は、 シャ ツの ほか 、 
ジャ ケ ッ ト 、 ス ラ ッ クス もあ り ます 。 

売り 方の工夫 で、 廃棄量 を削 減 

食品部門 では 、 新鮮 な商 品を 提供 する ため 、 販売期 
限を 過ぎ た商 品を 廃棄 しま す。 この 廃棄 ロス を削 減す 
るた め、 売り 場で は 毎日変化 する 販売数量の 予測精 
度を 高め て、 発注 （店へ の仕 入れ ） 量と 実際 に売 れる 
量を 近づ ける 努力 を続 けて いま す。 

Team Merchandising

17 Sustainability Report 2001

環境 
マネ ジメ ント 編 

「有機野菜」 「健康野菜」 

有機肥料 を基 本と した 健康 な土 づ 
く りか ら 野菜本来 のお いし さ と栄 養 
を追 求し た農 産物 の取 り扱 いを 拡 
大し て います 。 
販売 に当 たっ ては 、 農林水産省 の 
ガイ ドラ イ ンを 参考 に 「有機野菜」 
「健康野菜」 の表 示を 行い 、 お客 さ 
まに 分 かりや す く提 供し て います 。 
●有機野菜 ＝3年以上の 無農薬、 

無化学肥料 の畑 でで き た有機農産物 
●健康野菜 ＝ 有機農産物へ の 転換中 の畑 、 化学肥料 や 

農薬 の使 用を 抑え た畑 で採 れる 農産物 。 

「遺伝子組み換 え 食品」 へ の対応 

遺伝子組 み換 えの 食品 29品種、 添加物5品目 が 厚生労働省 
の 安全性審査 で認 証さ れて いま すが 、 その 安全 性について は 
世界的 に議 論さ れ、 分別 の問 題な どに まだ 不確定要素 があ り、 
お客 さま の安 心感 を満 たせ ない 環境 にあ ると 判断 し、 基本的 
に取 り扱 わな い方 向で 考え てい ます 。 現在、 JAS法の 改正 によ 
る 表示義務 がス タ ー ト し、 基準 に従 って 単品毎 に 再確認 の作 
業を 進め て います 。 

非塩 ビ 系素材へ の転換 

オリ ジナ ル商 品につい ては 、 着実 に非 塩ビ 系素材へ の変 更を 
進め てい ます 。 
衣料 品に 使用 して きた 塩ビ 包装 材について も、 すで にワ イ シャ 
ツ、 スポーツ シャ ツの 袋、 ギフ ト箱 の非 塩ビ 化を 完了 して いま す。 
また 、 店内加工の 生鮮食品用 ラ ッ プも 、 全店 で非 塩ビ 系素材 
への 転換 を完 了し て います 。 

資源の保護、 有効活用へ の配慮 

商品開発、 生産 にあたっ ては 、 次の 点に 配慮 して います 。 
●水産資源の持続的活用 

●森林資源の持続的活用 

●再生 リサ イク ル 素材の活用 

より 環境負荷の小 さ な日常生活 を実現す るに は、 衣食 住に関 する商 品に環 境へ の配慮 が欠か 
せま せん 。 私たちは 、 商品開発段階 から 商品販売 に至 るま であ らゆる段 階で 環境負荷削減 や 
安全性向上 に努 めてい ます 。 

環境 と 安全性への 配慮 

2001年4月末日現在16ア イ テム 

商品 づく りと 商品の販売 

「環境奨品」 
素材、 原料、 製造工程、 使用後 のリ サ イ ク ル などの 観点 から 、 
環境負荷の 削減効 果を 客観 的に 評価 する基 準を ク リ アし たオ 
リ ジナ ル商 品を 「環境奨品」 と して ご提 案し てい ます 。 
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■ レ  ジ 用包装材使用量の推移 （1店舗当 たり の実績） 

2001年 度 委託金2億5,000万 円 

排出見込み量 PE T 8 ,018k g

その他 プラス チック 10, 755, 372k g

その他紙 2, 278, 459 kg

（参考） 2000年 度 

2000年 度 委託金1億5,000万 円 

排出見込み量 PE T 4 9, 374k g

その他 プラス チック 10, 761, 822k g

その他紙 2, 569, 886 kg

＊委 託 金＝ 排出見込 み 量× 算定係 数× 委託単価 
＊＊ 2001年度 は 算定係数 の変 更に よ り、 委託金 が増 加 

■ 容器包装 リサ イク ル法 に基 づく 委託 金と 見込み排出量 

容器包装 リサ イク ル法 へ の対応 

2000年度、 容器包装 リサ イ ク ル法 に基 づき 、 財団法人容器包 
装リ サ イ ク ル協 会へ の 委託料金 （2000年度 に集 計し た2001年 
度分） を右 表の 通り 支払 いま した 。 包装 の簡 素化 と軽 量化 を 
進め 、 ト ータ ルに 包装材使用量削減 に取 り組 んで いま す。 また 、 
包装材 の識 別マ ーク 表示 を 順次進 めて いき ます 。 

96年度 97年度 98年度 99年 度 2000年 度 

数量 
（前年比） 

重量 数量 
（前年比） 

重量 数量 
（前年比） 

重量 数量 
（前年比） 

重量 数量 
（前年比） 

重量 

ポリ袋S 37万 枚 
（ 103％ ） 

22ｔ 

36万枚 
（97％ ） 

19ｔ 

35万 枚 
（97％ ） 

20ｔ 

33万 枚 
（94％ ） 

17ｔ 

33万 枚 
（ 100％ ） 

15ｔ 
ポリ袋M 74万 枚 

（ 103％ ） 
71万 枚 
（96％ ） 

71万 枚 
（ 100％ ） 

69万枚 
（97％ ） 

70万 枚 
（ 101％ ） 

ポリ袋L 115万 枚 
（96％ ） 

112万 枚 
（97％ ） 

108万 枚 
（96％ ） 

100万 枚 
（92％ ） 

100万 枚 
（ 100％ ） 

ポリ袋特大 34万 枚 
（ 100％ ） 

38万 枚 
（ 112％ ） 

43万 枚 
（ 113％ ） 

43万 枚 
（ 100％ ） 

46万枚 
（ 107％ ） 

紙製手提袋 9万 枚 
（90％ ） 

6ｔ 8万 枚 
（90％ ） 

6ｔ 7万 枚 
（ 87％ ） 

7ｔ 6万 枚 
（ 85％ ） 

4ｔ 6万 枚 
（ 100％ ） 

4ｔ 

衣料用 
ポリ 袋 

63万枚 
（ 100％ ） 

8ｔ 60万枚 
（96％ ） 

7. 5ｔ 61万枚 
（ 101％ ） 

7ｔ 58万 枚 
（95％ ） 

7. 4ｔ 57万 枚 
（98％ ） 

7ｔ 

ジャ イア ント 
ポリ 袋 

- - - - 0. 4万 枚 
（ -） 0. 4ｔ 1. 4万 枚 

（ 350％ ） 
0. 4ｔ 1. 8万 枚 

（94％ ） 
0. 7ｔ 

計 332万 枚 
（ 99％ ） 

36ｔ 325万 枚 
（98％ ） 

32. 5ｔ 325. 4万 枚 
（ 100％ ） 

33ｔ 310. 4万 枚 
（97％ ） 

28. 4ｔ 313. 8万 枚 
（ 101％ ） 

26 .7ｔ 

店舗数 159 店 163店 169店 176 店 185店 

レジ袋厚み削減に 

よる重量削減 
二重包装削減の徹底 

重衣料販売拡 大に伴 い、 

大型の袋の使用増加 

厚み 10％削減 した レ 
ジ袋 の導入 

厚み を 10 ％削減 した 
レジ 袋 の利用拡大 に 
より 、 全店 で315ｔの 
重量削減 
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トレ イ の省資源化 と削 減 

食品容器 と して 使わ れる ト レイ について は、 「３ 原則 」 に基 づい 
た取 り組 みを 進め 、 商品 １万 点当 たり の使 用量 は12％削 減さ 
れま した 。 総使用 量で は、 前年度 から 引き続き フ タ付き容 器が 
増加 する とと もに 、 商品販売点数 の伸 びに より 、 総使用枚数 
が増 加し たも のの 、 ト レイ の軽 量化 を進 めた 結果 、 総使用重量 
は10％削 減し ま した 。 

トレ イ3原則 

!使 わない 努力　 

"必 要な商品 に限 り最 少限 に使 う 

#使 った トレ イは リサ イク ル 

＊ トレ イ リサ イ クル につ いて は27ペー ジを ご覧 下さ い 

■ 商  品1万点当 たり のト レイ 使用量推移 （単位 ： ｋ ｇ） 

  

（kg）   

18. 418. 3
19. 1 19. 8

17. 6

153 158 163 170 178食品扱   
店舗数   

1, 800t 1, 940t 2, 030t 2, 200t 1, 980t総使用量   

0

5

10

15

20

30

00年 度   99年 度   98年 度   97年 度   96年 度   

リサ イク ルで きる 色柄 トレ イ の開発 

2001年の 導入 を目 指し 、 リサ イ ク ル ト レイ の開 発を 進め てき ま し 
た。 従来、 色柄 ト レイ は 店頭回収 シ ステ ムで はリ サ イ ク ルが 困難 
でし たが 、 色柄 のつ いて いる 表層 を剥 離で きる よう にし て、 店 
頭回収 の促 進を 図り ます 。 

レジ 用ポ リ 袋の使用量削減 

1999年10月以降、 厚み を10％削 減し た軽 量ポ リ袋 への 転換 
を進 め、 2000年度 は使 用量 を1店舗当 たり 1.7ｔ 、 全店 で315ｔ 
（原油換算 で ド ラム 缶約10万本分） 削減 でき ま した 。 

資源の有効利用、 家庭の廃棄物減量 化に寄 与す るた め、 包装の簡素化、 
容器の素材見直 しによる 軽量 化と リサ イ クル をト ータ ルに推 進。 
食品用 トレ イ の軽量化 による 総使用量 （重量） 抑制 など の効 果を 上げ てい ます 。 

省資源化 と リサ イ クル への 配慮 
商品包 装・容 器 
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物流改革の 
効果 シミ ュレ ーシ ョン 

93年以降、 生鮮食品 では エリ ア セン タ ー化 など 
の 物流改革 を進 めて きま した 。 これ によ り店 舗 
数の 増加 など によ る 車両台数、 総走行距離 の 
増加 を抑 制し てい ます 。 左の グラ フは 、 これ らの 
改革 を実 施し なか った 場合 の 走行距離 の増 加 
をシ ミ ュレ ーシ ョ ン した もの と、 実際の 走行距離 
の推 移を 比較 した もの です 。 

静脈物流へ の取 り組 み 

静脈物 流と は配 送の 戻り 便を 活用 する物 流シ ステ ムで す。 イ ト 
ーヨ ーカ ドー は店 舗か らの 戻り 便を 有効活用 する こと で、 「通 
い箱 」 「ハ ンガ ーリ サ イ ク ル」 など 、 リサ イ ク ルシ ステ ムを 構築 して い 
ます 。 

●通い箱 
使い 捨て 段ボ ール 箱の 削減 を図 り、 94年よ りお 取引先 と協 力 
して 進め てい る 「通 い箱 」 化で は、 引き続き 日用品、 加工食品 
部門 で 「通 い箱 」 の活 用を 拡大 し、 合計 で 前年比178%とな り ま 
した 。 

■ 生  鮮セ ンタ ー 便の走行距離推移 

＊店 舗数 は 関係会社 を含 む 

0

10, 000

20, 000

30, 000

40, 000

50, 000

（千km）   

物流 改革 によ って 削減 され た走 行距 離   

99年 度   98年 度   97年 度   96年 度   95年 度   94年 度   93年 度   92年 度   

27 ,500 28, 500
30 ,250

35 ,100 36, 900
38, 880

41,000 41,500
44, 000

23, 000 23, 500 25, 500

21,500   
  

22, 000
24, 439 24, 429 25, 413

船橋センターの開設   エリアセンター化を推進   関西地域への   
供給体制変更   

店舗数   229

00年 度   

234228216205195186176169

実績値   予想値   

96年 度 97年 度 98年 度 99年 度 00年 度 

衣料 200万 箱 260万 箱 295万 箱 242万 箱 204万 箱 

日用品 37万 箱 69万 箱 93万 箱 

加工食品 21万 箱 295万 箱 

合計 200万 箱 260万 箱 332万 箱 332万 箱 592万 箱 

■ 通  い箱 

●ハ ンガー リサ イク ル 
使い 捨て ハン ガ ーの 削減 を図 り、 92年よ りお 取引 先と 協力 して 
進め てい るハ ンガ ー リサ イ ク ルで は、 1,590万着分 のハ ンガ ー リサ 
イ ク ルを 実施 。 プラ スチ ッ ク 廃棄物削減 に寄 与し ま した 。 

●ハ ンガー配送 
お取 引先 との 協力 によ り、 段ボ ール 箱に 梱包せず 、 ハン ガ ーに 
掛け たま ま配 送す る仕 組み をつ く り、 段ボ ール を削 減し ま した 。 

●チ ルド 食品 にも 「通い箱 」 導入 
2000年12月、 総合 スー パー （Ｇ ＭＳ ） で初 めて 約140店舗 のチ 
ル ド食 品の 物流 に、 お取 引先 の協 力を 得て 「通 い箱 」 （プ ラス 
チッ ク製 のレ ンタ ル ・ コン テナ ） を導 入、 2001年度 も 順次利用 を 
拡大 する 予定 です 。 また 今後 、 流通業界全体 に働 きか け、 チ 
ルド 食品 の 「通 い箱 」 物流 シス テム の普 及に努め てい く方 針 
です 。 

圧縮天然 ガス （Ｃ ＮＧ ） 車の導入 

環境負荷 の小 さな ＣＮ Ｇ車 を 配送車両 と して 99年度 に 相模原 
加工食品共同配送 セン タ ーに 導入 （1台） 、 引き続き 2000年度 
は 衣食住関連商品の 各物流 セン タ ーで 合計 25台を 導入 しま し 
た。 2001年度 も さ らに 導入 を拡 大し てい く予 定で す。 

99年10月よ り 関西方面4店舗へ の 供給体制 を生 鮮セ ンタ ーか らお 取引先物流 に変 更し ま した 。 
こ のため 、 99年度 の店 舗数 は2000年度版 「環境 マネ ジ メ ン ト レポ ー ト 」 にお ける 同グ ラフ 99年度店 
舗数 よ り4店舗減少 して います 。 

通い 箱、 ハン ガー 配送 による 段ボー ル削減効果 
750 万箱分の段 ボー ル 箱削減 
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物流の改革 

●加工食品、 日用品 
セン タ ーで 各店舗の 売り 場別 に商 品を 仕分 けし て、 「通 い箱 」 で 
その まま 各売 り場 まで 搬送 する 「カ テゴ リー セン タ ー」 化を 推進 。 
お取 引先 から 売り 場ま での 一貫 した 物流 の効 率化 に取 り組 ん 
で います 。 
加工食品 

川口 （埼玉県） 、 八千代 （千葉県） 、 西多摩 （東京都） の3セン 
タ ーを 開設 。 首都圏全店 （01年2月末日現在 イ トー ヨー カ ドー 
157店） のセ ン タ ー化 を実 現。 
日用品 

宮城 セン タ ーを 開設 し、 全5セン タ ーとなり 、 中京以西 と 新潟県 
内を 除い て全 店を カバ ーす る 「通 い箱 」 配送体制 を 構築。 

■ CO2、 NOX排出量の推移 

＊CO2排出係数 ＝2,644kg-CO2/kl、 NOx 排出係 数＝軽 油18.3kg/kl（環境庁環境影響評価 プログ ラム 係数 

■ 配送車両の実績 デー タ内 訳 （ 2000 年度） 

納品 車両 の   
総走 行距 離   
（千 ｋm）   

22, 434

155, 275

19,232

133 ,100

21,274

147,241

23 ,418

26, 331

162, 083
182, 250

100 ,000

150 ,000

200, 000

250, 000

15, 000

50, 00010, 000

20, 000

25, 000

30, 000

99年 度   98年 度   97年 度   96年 度   

45 ,919 38, 920 43 ,329 47,479

00年 度   

53, 467

CO 2排出量   
（千 kg‐ CO 2）   

NOx 排出量   
（kg）   

CO 2排出量   

NO x排出量   

総走行距離 
（千km） 

燃料使用量 
（ｋ ｌ ） 

CO2
（千kg‐ CO2） 

ＮＯ x
（kg） 

生鮮 25, 413 4, 859 12, 847 88, 92 0

衣料、 
住居日用品 
加工食品 

28, 054 5, 100 13, 484 93 ,330

合計 53, 46 7 9, 95 9 26 ,331 182, 250

●生鮮食品 
アウ ト ソー シン グに よる セン タ ーの 分散 化で 、 セン タ ーを 店舗 によ 
り近 づけ る 「エ リ ア セン タ ー」 化を 推進 。 それ と と もに 、 納品 ルー ト 
の見 直し 、 共同配送化、 地域物流網の 整備、 冷凍商品 をチ 
ルド 商品の 配送配車両 を統 合す る などの 取り 組み を進 めま し 
た。 

車両走行距離の抑制 

物流 の改 革に よ り、 配送車両台数、 およ び 走行距離 の抑 制を 
進め てい ます が、 8店舗の 新規出店 があ り、 店舗数 の増 加と 配 
送エ リ アの 拡大 によ り 総走行距離 は 生鮮、 非生鮮分野 と も前 
年よ り増 加し ま した 。 引き続き 物流改革 を進 める こ とで 、 店舗増 
や出 店エ リア 拡大 によ って も大 幅な 走行距離増 となら ない 仕 
組み づく りに 努め て います 。 

＊CO2排出係数 ＝2,644kg-CO2/kl、 NOx 排出係数 ＝ 軽油18.3kg/kl（環境庁環境影響評価 プログ ラム 係数使用） 

物流拠点の整 備に よる 配送車両の総走行距離の抑制や 
「通 い箱」 、 「ハ ンガ ー配送」 など による 使い 捨て段ボ ール 削減 など 、 
継続的な物流の改革 によ って 、 環境負荷の削 減に 寄与 して いま す。 

Ｃ Ｏ 2排出 量の抑 制と 省資源化 
物流の合理化 



ガス 

省エ ネ管 理の 徹底 によ り単 位当 たり の使 用量 の伸 びを 抑え 、 
店舗数 の 増加、 営業時間延長 など によ り、 総使用量 の大 幅な 
増加 を抑 制し てい ます 。 

水道 

引き 続き きめ 細か な 節水対 応を 進め 、 単位当 たり の 使用量 を 
着実 に削 減し てい ます 。 
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■１ ┃・ １ 営業時間当 たり 使用量の推移 

■コ  ージ ェネ レー ショ ンシ ステ ム概念図 

■１ ┃・ １ 営業時間当 たり の水道使用量の推移 
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0. 0010

0. 0030

    

（m3/m2・ h）   

店舗数   

1990年   

0. 0022   
（100％ ）   
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0. 0021   
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2000年   

0. 0021   
（ 96％ ）   
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１ ｍ ２ ・1営業 時間あ たり の使用量（ ） 内は 90 年対比   
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（ ／ m2・ h）   
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1990年   

0. 87   
（100％ ）   
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5, 222, 828

1997年   
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（ 79％ ）   

151

6, 474, 999

1998年   

0. 67   
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6, 712, 591

1999年   

0. 64   
（ 73％ ）   
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7, 366, 820

2000年   

0. 61   
（ 70％ ）   

173

8, 103, 976総使用量   
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１ ｍ ２ ・ 1営業 時間あた りの使用量（ ） 内は 90 年対比   

CO2排出量 A CO2排出量 B

CO2排出量 A CO2排出量 B

従来 型シ ステ ム   コー ジェ ネレ ーシ ョ ンシ ステ ム   

重油   
または   
ガス   

石炭   
石油   
LNG

都市 ガス   

電力   

熱   

コー ジェ ネレ ーシ ョ ン   

ボイ ラ   

電力会社 発電   

従来型 シス テム コー ジェ ネレ ー ション シス テム 

契約電力(kw) 2, 500 1, 000

買電使用量(Mwh) 9, 973 3, 951

ガス使用量(Nm3) 415, 755 201, 307 

重油使用量(l) - 4, 010, 471

CO 2排出量(kg-CO 2) 4, 539, 049 2, 285, 826

検証 デー タ （甲府昭和店） 2000年 2月～ 2001年 1月 まで の実績 

導入メリット　 

CO2削減率 ＝49. 64％ 

＊ 対象店舗 単位当 たり 使用 量につい ては 年間 フ ル 稼動店舗。 
総使用 量について は 全店舗。 

＊ 対象店舗 単位当 たり 使用 量について は年 間フ ル 稼動店舗。 
総使用量 について は 全店舗。 

●節水対応 

■ 使用状況 を把 握し 、 トイ レ、 厨房 など の元バ ルブ 絞り 込み 

■ 厨房蛇口 に節 水コ マを 取り 付け 、 水量 を削 減 

コー ジェ ネレ ーシ ョン シス テム とは 
二酸化炭素 （CO2） の増 加を 抑え る 切り札と し て期 待さ れて いる もの であ り、 1つの 燃料 源か ら2つ以 上の エネ ルギ ーを 同 
時に 得る方 法で 、 エネル ギー 効率 が高 まる 結果 と し て、 エネル ギー 使用量 当た りCO2の 排出削減 が可 能で 、 企業 にと っ 
ても 電力使用量 の削 減も 可能 。 

電気 

●単位当 たり 使用量の削減 
店舗数増加、 営業時間 の延 長に より 、 総使用量 は 前年比 
103％と 増加 しま した 。 しか し、 総合的 な 節電対策 を引 き続き実 
施し 、 単位当 たり 使用 量は 前年比93.8％に 削減 され ま した 。 
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●使用量削減の取 り組 み 
■ 食品 売り 場の照度見直 し 

■ 省エネ 型基本照明へ の転 換 （高効率電子安定器の採 用＝ 

48店舗） 

■ さら にき め細かな節電対応 

■ コー ジェ ネレ ーシ ョン シス テ ムの採用 

■ 省エネ 型生鮮冷蔵設備の採用 

冷却水 イン バー ター 制御 … 38店舗、 高効率運転 コン プ 

レッ サー … 128店 舗 

■ 蓄熱式空調 シス テ ムの採用 

■ 高効率型空調熱源へ の転換 
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１ｍ ２ ・ 1営業 時間あ たり CO 2の排出量実数値   
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（wh/m2・ h）   

店舗数   

1990年   

85. 3  
（100％ ）   

1997年   

82. 9  
（ 97％ ）   

1998年   

83. 2  
（ 98％ ）   

1999年   

82. 9  
（ 97％ ）   

131 151 159 167

516, 705 781, 614 849, 451 942, 958

2000年   

77. 8  
（ 91％ ）   

173

974, 830総使用量   
（Mwh）   

１ ｍ ２ ・ 1営業 時間あた りの使用量（ ） 内は 90 年対比   

■１ ┃・ １ 営業時間 あた り の電力使用量 

＊ 対象店舗 単位当 たり 使用 量について は年 間フ ル 稼動店舗。 
総使用 量について は 全店舗。 

新技術の導 入と とも に、 日常 のきめ細かな 省エ ネ対 応に よっ て、 
単位当 たり のエ ネルギー消費 量を 引き続き 削減 し、 店舗数増加、 営業時間の延 長に よる 
総使用量の増加傾向 を抑 制し てい ます 。 

きめ 細か な省 エネ ルギ ーへ の取 り組 み 
省資 源・省 エネ ルギ ー 

■Ｃ  Ｏ 2排出量 （単位当 たり ） 

＊ 対象店舗 単位当 たり 使用 量につい ては 年間 フ ル 稼動店舗。 
総使用量 について は 全店舗。 

＊ ＣＯ 2排出係数 99年以前 0.381kg－ ＣＯ 2／ｋ Wh（環境庁基準 （旧） ） 
2000年 0.357kg－ ＣＯ 2／ｋ Wh（環境省基準 （新） ） 

●コ ージ ェネ レー ショ ンシ ステ ム 
2000年度 は8店舗 で稼 動。 現地発電 で、 送電 のロ スが 少な く、 
排熱 を熱 源に 利用 する など 、 省資源、 環境負荷削減 に寄 与し 
て います 。 引き続き 有効性、 地域性 や 店舗形態 によ る効 果の 
違い など を検 証し ま した 。 

●省 エネ 管理 の徹 底 
■ 照明 

段階的調光、 営業時間外の店舗内準備作業中は 「1/3照 

明」 、 バッ クル ーム では こま めに 消灯 、 看板 ・ 広告塔照明の 

時間制御 と 日照時間 に合 わせ た点 ・ 消灯、 冷ケ ース の照 

明は 営業時間外消灯 

■ 売場の空調 

（夏季） 26 ℃、 （冬季） 18 ℃、 （中間季） 外気 を利 用し た 

「外気冷房運転」 

■ バッ クル ー ムの空調 

個室 には 個別 エア コン を設 置し 、 使用時以外は 停止 

■ エレ ベー ター ・エ スカ レー ター 

開店5分前 に始 動し 、 閉店後 お客 さま が退 店さ れし だい 

停止、 バッ クル ーム のエ レベ ータ ーは 原則 とし て荷物専用 

■ 設備管理技術者 によ る 省エネ 管理の徹底 
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廃棄物処理事業者 と の連携 

1995年に 、 各店舗の 廃棄物処理業務 を委 託し てい るす べて 
のお 取引 先と と もに 「 Ｉ Ｙ 資源化推進協力会」 を設 立。 廃棄物 
処理作業の マニ ュア ルを つく り、 作業 の標 準化 を図 ると と もに 、 
リサ イ ク ルや 新技術の 研究、 研修 など を実 施し 、 廃棄物 の 安全、 
確実 な処 理に 取り 組ん でい ます 。 

食品廃棄物 リサ イク ル法 へ の対応 

2001年4月よ り施 行さ れる 「食品廃棄物 リサ イ ク ル法 」 への 対応 
では 、 「リ サ イ ク ル３ ３ ３ キャ ンペ ーン 」 に基 づいて 日常 的な 取り 組 
みの積み重ね を基 本に 、 さ らに チェ ーン と して のメ リ ッ ト を生 かし 
た広 域で のリ サ イ ク ルシ ステ ムの 構築 、 再商品化 によ る循 環シ 
ステ ムの 検討 、 各出店地域の 回収事業者 と連 携し たリ サ イ ク ル 
シ ステ ムの 構築 、 自治 体と の連 動な ど幅 広い 取り 組み を視 野 
に入 れ、 肥料化 リサ イ ク ルシ ステ ムの 構築 に向 けた 研究 も進 め 
てい ます 。 また 、 食品 にお ける リサ イ ク ル率 20％を 目標 に、 リサ イ 
ク ル率 のい っそ うの 向上 を図っ てい ます 。 

●日常業務の中での 取り 組み 
! 食品原料の有効活用 

" 過剰製造、 過剰発注の防止 と売 り切り によ る 発生抑制 

# 各  店舗 ごと に発 生お よ び排出の抑制 

$リ  サイ クル 率の向上 

など 

Ｉ Ｙ資 源化 推進 協力 会   

イ トー ヨー カ ドー   お取 引先   

企業責 任   
社会 との リレ ーシ ョ ン   
行政 への 対応   

企業 対応 の迅 速化   
競争 力の ア ップ   
利益 性の 拡大   

情報 の共有化   
各店舗 の廃 棄物処理 環境 の整 備   
リサ イク ルの 推進 、 技術 開発   

作業 の標準化 と質 の向 上   
投資の効 率化   

■Ｉ Ｙ 資源化推進協力会の位置 づけ 

● 2000 年度の取 り組 み 

■ 廃棄物保管室の環境整 備… 各店舗の廃棄物保管 室に 分 

類プ レー トを 分か りや すく 掲示 し、 廃棄物の分別、 リサ イク 

ルを しや すい 環境 づく りを 推進。 

■ 業 務プロセス の改 革… 各お 取引 先に よる業 務プロセス の 

改 善・改 革を 奨励 する ため 報奨制度 を導 入し 、 合計 27社 

を表 彰。 

■ 研修会の実施 …各 お 取引先の従業員 を対 象に 、 廃棄物の 

処理 およ び店舗別課題 に関 する情 報の共有化 を 全国7カ 

所で実施 。 （ 2000 年度参加者延べ 298名 ） 
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リサ イク ル333キャ ンペ ーン 
廃棄物の 減量化、 リサ イ ク ルの推 進に向け て、 「ご みの ３割 削 
減、 3分別、 ごみ 袋の ３ 回使用」 を図 る 「リ サ イ ク ル333キャ ンペ ー 
ン」 に全 社を 挙げ て97年度以来継続的 に取 り組 んで いま す。 

2000年度 は、 分別 と生 ごみ の水 切り などの 減量 の徹 底を 図り 、 
廃棄物の 削減、 リサ イ ク ル率 の向 上を さ らに 進め ま した 。 

■ 廃  棄物 ・ リサ イク ル 物量の内訳 と推 移 （全社計、 単位 ｔ、 カッ コ 内構成比） 

廃 
棄 
物 

食品廃棄物 （生 ゴミ ） 58, 200 51, 046 49, 594 49. 609

再生できない紙ゴミ 9, 603 9, 680 10, 084 9, 188

プラスチック 5, 238 5, 278 6, 705 7, 915

木製什器 523 1, 390 1, 081 1, 034

混合什器 - 1, 581 1, 073 1, 532

合計 73, 56 4（ 53. 2％ ） 68 ,975（ 48. 6％ ） 68 ,537（ 47. 6％ ） 69 ,278（46. 4％ ） 

リ 
サ 
イ 
ク 
ル 
物 

段ボール 49, 906 58, 854 60, 720 63, 183

再生できる紙 - 1, 447 2, 333 2, 878

牛乳パック - 64 151 477

発泡スチロール 1, 760 2, 090 2, 006 2, 477

発泡スチロールトレイ - 110 176 252

カン 1, 460 2, 121 1, 944 1, 923

ビン 1, 010 1, 229 1, 147 1, 314

廃油 873 1, 859 2, 236 2, 538

魚腸骨 2, 619 4, 389 4, 022 4, 506

金属什器 （粗大） 6, 984 903 655 633

合計 64 ,61 2（46. 8％ ） 73, 06 6（ 51. 4％ ） 75, 39 0（ 52. 3％ ） 80, 181（ 53. 6％ ） 

総計 138, 176（ 100 ％） 142, 041（ 100 ％） 143, 92 7（ 100 ％） 149 ,459（ 100 ％） 

＊牛 乳パ ッ ク回 収量 はイ ト ーヨ ーカ ド ーの リサ イ ク ル分で 、 地域団体分 は含 んで いま せん。 

■ 廃  棄物 ・ リサ イク ル 物量の推移 （1店舗当 たり の実績、 単位 ｔ ） 
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店舗 から の廃棄物の削減、 リサ イ クル 率の向上 を図 るた めに 、 
全社 を挙 げて 「リ サイ クル 333キ ャン ペー ン」 を継続的 に 推進。 
さら にお 取引先 と緊 密に連 携し て適正で確実な廃棄物処理 の仕組み づく り を進 めてい ます 。 

店舗 から 出る 廃棄物 の削 減 
廃棄物の減量化 

●基本原則 
「ご みの3割削減」 

! 生  ごみ など は水 分を完 全に 切って から 廃棄 する 。 

" 再  使用 ・再 利用 でき るも のは 捨てない 。 

#リ  サイ クル でき るの は、 完全 に分 ける 。 

「ご みの3分別」 

各店舗バ ック ルー ムに 「 燃やせ るご み」 「燃 やし ては いけ ない 

ごみ 」 「リ サイ クル する もの 」 を具 体的 に表 示し て、 分別の徹底 

をア ピー ル。 

「ご み袋の3回使用」 

紙ご みを入 れる袋 など 、 １ 回の使 用だけでは汚 れな いご み袋 

を3回を目 安に 繰り返し 使用 する ほか 、 再使用、 再利用 でき 

るも のは 繰り返し 使う 。 
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グリ ーン 購入 

再生資材 を活 用し てグ リ ーン 購入 を推 進し てい ます 。 
■ 再生紙利用の拡大 …… レーザー プリ ンタ ー用紙 、 コピ ー用 

紙、 名刺、 ファイ ル、 印刷物、 チラ シ類 、 業務用 トイ レッ トペ 

ーパー など （古紙含有率 と 森林保護へ の有効性 を検証へ ） 

■ 陳列用マネキ ンに再 生Ｐ Ｅ Ｔ樹 脂を 活用 「リサ イ クル ボデ ィ」 

（使用本数 （見込み ） ： 10, 000 体／年） 

■ プリ ンタ ート ナー リサ イ クル 

（ 2000年 度リ サイ クル 率 98％ ） 

■ 生鮮作業用 エプロ ンに再 生Ｐ Ｅ Ｔ素 材 を活用 

（ 2000 年度使用枚数： 26, 452枚 ） 

■ 店頭風除室 マッ トの非塩 ビ化 

（ 2000 年度 19店 舗に 導入 ） 

●フロン ガ スの管理 
フロン の種 類お よび 在庫 量を 把握 し、 適正 な管 理を 行っ て 
います 。 また 、 老朽化 した 空調 機や 冷凍 機の 入れ 替え 時に 
は、 オゾ ン層 破壊 の恐 れの 少な い 代替物質 を使 用し た機 
種の 導入 を図 っ て います 。 

空調用冷凍機の台数 とフ ロン 在庫量 

店舗設備更新時 に フロン を使 用し ない 吸収式冷温水発生 
機へ の転 換を 計画 して います ｡ 

Ｒ-11用＝28台 (フロ ン総量 13, 260k g)

→ 2010年 まで にオ ゾン 層破壊の恐れのな いも のに 変更 

予定。 

Ｒ-12用＝4台(フロ ン総量1,060k g)

→ 2005年 まで にオ ゾン 層破壊の恐れのな いも のに 変更 

予定。 

Ｒ-123用 ＝ 7台(フロ ン総量3,060k g)

→ 2018年 まで にオ ゾン 層破壊の恐れのな いも のに 変更 

予定。 

生鮮冷凍機の台数 とフ ロン 在庫量 

冷凍機 の入 れ替 え時 にR-502用は ､ R - 22用に 転換 し､ フロ 
ンを 回収 ･ 精製 して 再利 用し て います ｡ 

Ｒ-22用 ＝ 1,470台 (フロ ン総量 159 ,509 kg)

→ 代  替の もの が確 立され しだ い、 入れ替 え を検討。 

Ｒ-502用 ＝ 44台 (フロ ン総量3,538k g)

→ 2005年 まで にオ ゾン 層破壊の恐れのな いも のに 変更 

予定。 

●Ｐ ＣＢ の管理 
ＰＣ Ｂ使 用の 電気設備 の保 管は 「特別管理産業廃棄物管 
理責任者講習会」 の受 講者 を選 任し 、 すべ てを 専用保管 
場所 に移 して 一括管理 して いま す。 
対象機 器： 高圧進相 コン デン サー （ 44台 ） 、 昭和42年 ～ 

47年 の製品 
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■ 牛  乳パ ック リサ イク ル の推移 

再生 Ｐ Ｅ Ｔ素 材 を使っ た 
生鮮作業用 エプ ロン 

環境 に影 響を 及ぼ す恐 れの ある 物質 について は、 所定 の 
管理方法 を遵 守し 、 管理 して います 。 

使用後、 再度溶 かし て再 生で きる 
「リ サイ ク ルボ デ ィ 」 

地域との協力 

●牛乳パ ック 
地域 ボラ ンテ ィ ア団 体等 から の要 請に 基づ き、 回収 スペ ー スの 
提供 やＰ Ｒな どで 協力 。 
●ペ ッ トボ トル 
地域、 自治体 と連 携し て 回収拠点 と し ての 協力 を進 めて います 。 

その他の リサ イク ル 

■ 段ボ ール →古紙 

■ 業務用食用廃油 （調理用油） →飼料 

■ 魚腸骨→飼料 

■ 管理部門の紙 ゴミ →分別回収 によ りリ サイ クル 

■ 電池→ 「水銀電池」 「ニ ッカ ド電 池」 を売 場で お客 様か ら回 収 

環境有害物質の管理 

店頭 リサ イク ルボ ック スで 回収 

業務用の ビン ・カ ンの回収 

バッ クル ーム で分 別 

・ビ ン＝ 色別 

・カ ン＝ 素材別 に分 別し て圧 縮 

お取 引先が回収 して 再資源化 
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■ 回収の推移 

■ 業務用魚 ・ 青果箱 回収の推移 ■ 食品トレイ 回収の推移 

0

1,000

500

1,500

2, 000

2, 500

3, 000

  

店舗数   

（t）   

119

96年 度   

1,77 0  
（ 700 万箱）   

121

97年 度   

1,750   
（ 690 万箱）   

131

98年 度   

2, 090   
（ 840 万箱）   

149

99年 度   

2, 006   
（ 800 万箱）   

156

00年 度   

2, 477   
（ 990 万箱）   

店舗数   

0

50

100

150

200

250

300

  

（t）   

131

96年 度   

65   
（1,300 万枚）   

147

97年 度   

90   
（1,800 万枚）   

154

98年 度   

110   
（2,200 万枚）   

165

99年 度   

176   
（3,520 万枚）   

174

00年 度   

252   
（5,040 万枚）   

地域 のお客さ ま、 お取引先 と協 力し て、 
合理的 で持続性のあ るリ サイ クル の仕組み づく りに 取り 組ん でい ます 。 

お客 さ ま、 地域社会 と連 携し て 
リサ イ クル など 

ビン 、 カン 、 Ｐ Ｅ Ｔ ボ ト ル、 ト レイ の 
リサ イ ク ルボ ッ クス （能見台店） 

売り 場の 専用回収箱 で回 収し た食 品 ト レイ とバ ッ ク ルー ムで 水洗 い ・ シー ルは がし を 
した 業務用の 魚箱 ・ 青果箱 を 納品車 のセ ンタ ー戻 り便 で回 収し 、 生鮮 セン タ ーの 
溶解機 でプ ラス チッ ク原 料に 加工 。 

店舗 での ビ ン・カ ンの回収 

店舗 での 発泡 スチロ ール の回収 



分野 具体的取り組み 範囲 環境負荷削減効果 投資額、 経費 （千円） コスト削減額 

省 
エ 
ネ 
設 
備 

・ 基本照明 の安定期の取 り替 え 
・ 生鮮冷蔵設備の改 良 （冷却水の流量制御） 
・ 生鮮冷蔵設備の改 良 （コンプ レッ サーの圧力制御） 
・ 空調設備の改 良 （冷却水の流量制御） 
・ 空調設備の改 良 （室外 機に水 スプ レー 噴霧） 
・ 節水装置 の導入 
・ 新方式の調光設備実施 
・ 高効率調光型照明器具 の導入 
・ コー ジェ ネレ ー ション シス テ ムの導入 
・ 中 水に雨 水の再利用 

既存店48
既存店38
既存店12
既存店17
既存店8
既存店4
新店11
新店11
新店2
新店3

14, 167M Ｗh
3, 787M Ｗh
6, 500M Ｗh
2, 130M Ｗh
730M Ｗh
42, 000 ｍ 3

770M Ｗh
6, 881M wh

12, 657 ｍ 3の雨水利用 

787, 000
191, 000
114, 000
112, 000
23, 000
53, 000
3, 556
79, 838
430, 000
47, 500

212, 505
56, 700
97, 500
31, 950
10, 950
21, 000
11, 457
31, 655
62, 000
4, 506

計 1, 840, 894 540, 223

18億 4000万 円の投資 で、 5億 4000万 円の コス ト 削減効果 があ りま した 。 
※1 新店の場合は 、 対策 を行 わない 時と の差額、 およ び従 来品 を 取り つけた 時と の差額 を集計 
※2 コー ジ ェネレ ー ション シス テム は 設備費用のみ集計。 純粋な設備費用以外 に 建物設備 が必 要で すが 、 新店の場合 は、 明 確に切 り 分ける こと が困 難 
なため除 外し てい ます 

■ 省  エネ 設備 
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分野 具体的取り組み 範囲 環境負荷削減効果 投資額、 経費 （千円） コスト削減額 

包 
装 
材 

対 
策 

・ 容器包装 リサ イ ク ル法負担金 
・ レジ 袋の厚み 削減 
・ 生鮮包装材の厚み削 減 

全店 
全店 
全店 

より いっ そう の包装簡素化 と 軽量化の推進。 
一店舗当 たり 1. 7ｔ の重量削減 （全店舗 で315ｔ ） 

総使用重量の 10％削減 

150, 000
52, 500

グ 
リ 
ー 
ン 

購 
入 

・ 店舗屋外舗装工事の路 盤に 再生砕石利用 
・ プリ ンタ ート ナー リサ イ クル のリ サイ クル 率の向上 
・ 店頭 マッ ト を非塩ﾋ ゙  素材 へ変 更 

新店1
全店 
19店 

6, 364 ┃で利用 
リサイクル達成率を前年 80%から 98%へアップ 

1, 500 ┃で利用 コスト差額なし 

5, 091
58, 800

計 150, 000 116, 391

分野 具体的取り組み 範囲 環境負荷削減効果 投資額、 経費 （千円） コスト削減額 

廃棄物の適正処理 全店 1店舗当たりの廃棄物重量の3％削減 2, 300, 000

リ 
サ 
イ 
ク 
ル 

・ ビン 、 カン 、 発泡 スチ ロー ル、 食用廃油、 
魚腸骨等 のリ サイ クル 

全店 
『リ サイ クル 333キ ャン ペー ン』 によ 
るリ サイ クル 率の いっ そう の向上 

289, 455 3, 036, 786

分野 具体的取り組み 範囲 環境負荷削減効果 投資額、 経費 （千円） コスト削減額 

社 
会 
活 
動 
・ 

コ 
ミ 
ュ 
ニ 
ケ 
ー 
シ 
ョ 
ン 

・ 環境面 での寄付活動 
・ スタ ンプカ ード による お買い物袋持参活動 
・ 環境報告書、 ポス ター 作製 、 環境管理費用 

全店 
食品扱い全店 
全店 

ITTOに よる 森林再生事業 など 10, 000
44, 138
14, 000

25, 583

計 68, 138 25, 583

リサ イ クル による コス トメ リッ トは 、 リサ イ クル 物を すべ て廃棄物 とし て処 理し た時 とリ サイ クル 費用の差 額 （3,036, 786千 円－ 289, 455 千円） で、 約 

27億 5000 万円。 

■ 包  装材 とグ リー ン購 入 

■ 廃棄物の適正処理 とリ サイ クル 

■ 社会活動 とコ ミュ ニケ ーシ ョン 

● 昨年度、 環境会 計を 導入 する にあた っ て全 項目 につ き、 投資 額お よび 経費 の合 計と コス ト 削減効果合計 を行 い、 そこ から コス ト メ リ 
ッ ト総 額を 試験 的に 算出 しま した 。 しか し、 各項目 にお ける 投資額、 経費、 コス ト 削減効 果の 意味 合い がそ れぞ れこ とな るた め、 単純 
計算 を行っ ても 環境負荷削減効果 の実 態を 示 す指標 とは なりにく く、 社内 で 環境負荷削減効果 の検 証を 行う 過程 で、 総コ ス ト メ リ 
ッ トの 数値 は当 社が 環境会計 を導 入し た趣 旨と も合 致し ない と判 断し ま した 。 

●こ  のた め、 今年度 は総 計は 行わ ず、 各分野 ごと に集 計し て、 それ ぞれ の環 境負荷削減効果対 コス ト （投資額、 経費） を個 別に 判断 
でき るよ うに しま した 。 

※1

※１ 

※2
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流通業 では、 本来の業務の効率化が同 時に 環境負荷の削減 と密 接 に結び つい てい ます 。 こ のため 、 物流の合理化や店舗建 

築に 関す る項 目を はじ め、 事業活 動に 算入 すべ きコ スト と環 境へ の取 り組 みの コス トを 明確 に区 分す るこ とが 困難な項目が 

多数 あり ます 。 そこ で、 事業活動全体 を見 渡し なが ら、 明確 に 環境負荷削減の 取り組 みと して 費用 と効 果を 取り出 すこ とが で 

きる 項目 につ いて集計 して いま す。 

今後 さら に 環境会計 を 事業の実情 に即 した もの にし てい くと と もに、 環境会計 によ って 得ら れた デー タを もと に検 証し てい く 

こと で、 事業活動全体の中 に 環境負荷削減の取 り組 みを合 理的 に 位置付け てい きた いと 考え てい ます 。 

これ によ り、 イ トー ヨー カド ーはムダ の少ない仕組 みを つく り、 環境、 経営の両面で 成果の上 がる、 持続的な 取り組 みを 追求 

して まい りま す。 

■ 建物の環境配慮 

持続的な環境負荷の削減へ の取 り組 みには 、 合理的な仕組 みづ くり が不 可 欠です 。 
この ため 、 「環境会計」 の集計 を通 じて その費用 と効 果 を把握 し、 
客観的な検証 を進め ていきた いと 考え てい ます 。 

持続的 な取 り組 みに 役立つ 「環境会計」 を考 えま した 。 
環境会計 

分野 具体的取り組み 範囲 環境負荷削減効果 投資額（千円） 

建 
物 
の 
環 
境 
配 
慮 

生ご み保管室の臭気対策 
・ 床、 壁の補修 
・ 店雑排水設備の改修 
・ 店舗 ドア 改修 
・ 排気設備 ダク ト の新設 
・ クリ ーニ ング ユニ ッ ト取 付け 

8店 
8店 
2店 
1店 
6店 

既存店舗の老朽化 と 店舗周囲 
の与件変化、 また 、 近年の環境 
問題 に対 する 社会的な意識の 
高ま りな どを 考慮 して 、全 店舗 
を対 象に アン ケー ト調 査を 行っ 
て 「光害」 「排水」 「臭気」 「騒音」 
等 の個店別の環境問題 を把 握 
し、 具体的な改善策 を実 施し ま 
した 。 

25, 982

その他の臭気対策 
・ 排水処理設備の悪臭対策 
・ マン ホー ルの臭気改善 
・ 空調機の臭気改善 

2店 
1店 

5, 604

騒音対策 
・ 荷受場の テー ブル リフ ター 取り 替え 
・ 荷受 場に 防音設備取付 けな ど 
・ 生鮮設備改良 

6店 
1店 
1店 

5, 987

計 37, 573

地域へ の環境配慮 とし て、 臭気対 策・ 騒音対 策を 既に営 業し てい る店 に追 加で 導入 しま した 。 新店 にお いては 、 こう した 課題 をク リア した 建物 を建築 

して いま すが 、 環境保全のため に使 用す るコ スト だけを 抽出 する こと は難 しく 、 除外 して いま す。 

環境会計の考 え方 



2001 年度の目 標・計 画 

容 器・ 包装材 
● リサ イ ク ル ト レイ の 導入…表層剥離式 の色 柄 ト レイ の導 入に 
よ り、 ト レイ の 店頭回収 の拡 大を 図る 。 
● レジ 袋…自治体 の要 望に 対応 して 透明 化を 推進 
● 洗剤容器…形態 を見 直し 、 家庭 の 廃棄物減量化 に寄 与 
● 包装材…再資源化促進 （識別） マー ク を実 施 

商品 
● チー ムＭ Ｄ、 ク イ ッ ク レ スポ ンス 体制 のい っそ うの 推進 …ロ ス 
の削 減 
● 環境奨品の 拡充…新規 に 洗剤、 タ オル など 6ア イ テム を発 
売。 
● 食品 のい っそ うの ロス 削減…廃棄物減量化 

物流 
● カテ ゴリ ーセ ン タ ーの 拡充…日用品 セン タ ー、 加工食品 セン 
タ ーの 新設 と日 用品 セン タ ーの 取扱商品 の拡 大 
● チル ド食 品の コン テナ レン タ ルシ ステ ムの 拡大… 使い 捨て 
段ボ ール 箱の いっ そう の削 減 
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業務改革 によ り、 時代の変 化に対 応し た流通業のあ り方 を追求す るこ とで 
ロス （ム ダ） を削減 し、 経営 にも 環境負荷削減 にも 良好な成 果を 上げ るこ と を基本 に、 

取り 組み を進 めま す。 

引き続き 毎日 の仕 事の中 で 環境負荷 の削 減を 追求 
2000年 度の成果 と 2001年 度の目 標 

引き続き 「リ サイ クル 333キ ャン ペー ン」 に全 社的 に取 り組 

んだ結果、 廃棄物の減量 化を 進め るこ とが でき まし たが 、 

1店舗当 たり の廃棄物 （食品廃棄物 ・紙 ごみ 等） 総量 は3％ 

削減 に とどま りま した 。 また 、 店舗数の増加な ど を背景 に、 

食品廃棄物総量は 昨年比 １％ 増と なり まし た。 今後 も 「リサ 

イ クル 333キ ャン ペー ン」 に継 続し て 取り組 み、 廃棄物減量 

化を 推進 して まい りま す。 

2000 年度の目標 と取 り組 み結果 

2000 年度の目標 取り 組み結 果 

トレ イ の省資源化 ・ 使用数量の削減 
総使用数量 はフ タ付 き容 器 の増加 によ って 商品販売点数 

的に は増 加し た ものの 、 トレ イ自 体の軽量 化を 進め た結果、 

総使用重量は 10％削減 でき まし た。 

店舗数の増加や営業時間の延長な ど を背景 に 総使用量 は 

昨年比 で3.3％増加 しま した が、 総合的な節電対策 を継続 

的に 進め た結果1ｍ 2・1時間当た り の使用量は 昨年 比で 

6. 2％削減 でき まし た。 

１ｍ 2・1時間当たりの電気使用量削減 

ごみ の減量化 （廃棄物5％削減） 

● ＣＮ Ｇ （圧縮液化天然 ガス ） 車の 導入拡大…東京都内 の 
配送車両10％を ＣＮ Ｇ車 に変 更 
● 通い 箱…日用品、 加工食品部門 でい っそ うの 拡大 

省エネルギ ー 
● コージェ ネレ ーシ ョ ンシ ステ ム、 氷蓄熱 シ ステ ム …継続的 な 
検証 
● 照明設備の 効率向上…継続的 に推 進 

廃棄物 ・リ サイ クル 
● 廃棄物量…5％削 減 
● リサ イ ク ル率 …55％達 成 
● 廃棄物処理法改正へ の対 応 
● 各種 リサ イ ク ル法 への 対応 

グリ ー ン購入 
● 店舗用 プリ ン タ ーイ ンク カー ト リ ッ ジの リサ イ ク ル 
● コピ ー ・ プリ ン タ ー 用紙…再生紙使用率 をさ らに ア ッ プ 
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関係法規へ の対応 

環境 に関 する 諸法規へ の対 応を 責任 を持 っ て進め るた め、 部 
門ご とに 国の 法律 や各 店舗の 地元自治体 の条 例な ど 関係法 
規へ の対 応を 見直 し、 チェ ッ ク して います 。 
〈〉 内は 主な 関係部署 

●企業活動全体 
「環境基本法」 「循環型社会形成推進基本法」 「再生資源利 
用促進法」 

●新規出店…… 〈地域開発部〉 
「大規模小売店舗立地法」 

●店舗管理…… 〈建築設計施設管理部〉 
「改正省 エネ 法」 
「特定物質規制等 によ るオゾン 層の 保護 に関 する 法律 」 
「水質汚濁防止法」 
「大気汚染防止法」 
「下水道法」 
「騒音規制法」 

社会の一員 とし て環境問題 をと らえ 、 地域社会へ の情報発信、 
寄付活動 による 地球規模の自然保護活動の支援な どに 取り 組ん でい ます 。 

地域社会 の一 員と して 
社会 との 連携 

2000 年度の環境活動 に関 する 表彰 
当社 の環 境へ の取 り組 みを 評価 して いた だき 、 下記 の表 彰を 受け ま した 。 
■ グリ ーン リポ ーテ ィン グフ ォー ラム 、 東洋経済新報社共催 

「第3回環境報告書賞」 優良賞受賞 

法令等の遵守 

●各店舗 と も国 およ び 地元自治体 の 法令等 を遵 守し た活 動を 進め てい ます 。 
●こ れま で当 社を 対象 と した 環境 に関 する 訴訟 は発 生し てい ませ ん。 

●物流管理…… 〈物流 セン ター部,生鮮 セン ター部〉 
「大気汚染防止法」 
「自動車 から 排出 され る 窒素酸化物の 特定地域 にお ける 総量 
の削 減等 に関 する 特別措置法」 
「地球温暖化防止行動計画」 

●廃棄物処理…… 〈警備清掃部〉 
「廃棄物処理法」 
「食品 リサ イ ク ル法 」 

●使用 済み商 品な どの リサ イク ル 
「容器包装 リサ イ ク ル法 」 …… 〈商品部、 総務部〉 
「家電 リサ イ ク ル法 」 …… 〈商品部、 物流 セン タ ー部 〉 

●グ リー ン購入…… 〈総務部〉 
「グ リ ーン 購入法」 
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その他のバ リア フリ ー設 備・ 施設 

段差 の解 消、 車椅子 のご 用意 、 車椅子 に対 応し た駐 車ス ペー スや 
エレ ベー タ ー、 お体 の不 自由 なお 客さ ま優 先レ ジ （食品売 り場 ） 、 点字 
案内板 など 、 新店 や既 存店 の改 装時 に随 時、 ハー ト ビル 法の 考え 
方に 合致 した 設備 ・ 施設 を取 り入 れて いま す。 
（以上 の設 備 ・ 施設 は、 一部 の店 舗で 備え て いない 場合 があ り ます ） 

お客 さま の声 をう かが い 
店づ くり に生 かす 「店舗見学会」 

新店 オー プンに 先だ って 、 店舗周辺地域 にお 住ま いの 高齢 者 
や障 害 を持っ た方 をご 招待 し、 売り 場を ご案 内し て実 際に お買 
い物 をし てい ただ いて いま す。 見学会 では 、 随時、 店舗設備 
や施 設に 関す るご 感想 をう かが い、 その 後の 店づ く りや 店舗 
運営、 接客 に生 かし てい ます 。 

お客 さま の立場 に 立って 接客 サー ビス 

●お 買い物介助 サ ービス 
障害 をお 持ち の方 で、 お買 い物 のお 手伝 いを 必要 と され るお 
客さ まに は、 社員 によ る介 助サ ービ スを 行っ てい ます 。 電話 や 
フ ァ ック スに よりご 予約 いた だく か、 ご来 店時 にサ ービ スカ ウン 
タ ーま でお 申し 出い ただ けれ ば対 応い たし ます 。 

地域や社会 と連 携し て 

● 「みんなのふ れあい福 祉シ ョッ プ・ テル ベ」 
地域の 社会福祉協議会 に売 り場 スペ ー スの 一部 を無 償提 供 
し、 作業所 ・ 福祉施設 でつ く られ た作 品や 製品 などの 展示販 
売、 ボラ ンテ ィ アの 受付 、 情報交換 など の場 と して お役 立て い 
ただ いて いま す。 

● 社会団体への協力 
寄付 を通 じて バリ アフ リ ーに 取り 組ん でい る 社会団体 の応 援も 
行っ て います 。 また 、 毎年店頭 で 全国盲導犬施設連合会 の募 
金活動 に協 力し てい ます 。 
◎全国盲導犬施設連合会募金 

1991 年度～ 2000 年度累計 ： 21, 411, 939円 

店内 で実 施し た 全国盲導犬施設連合会 の 啓発活動。 

◎シ ョ ッ プ 設置店舗：2001年 2月末日現在8店舗 

点字 ブロ ッ ク 
点字案内板 

ユニ バー サル デザ イ ンの 考え 方で 設計 され た 木場店 
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バリ アフ リー から さら に 一歩進め、 健常 者も障 害者 もと もに 快 適に利 用で きる 商品 、 
サー ビス 、 店舗設備 を提供す るた め、 イ トー ヨー カ ドー は 「ユニバ ーサ ルデ ザイ ン」 の考 え方 を 
取り入 れてい ます 。 

誰も が快 適に 過ご せる 暮ら しの ステ ージ を 
ユニ バー サル デザ イン 

ユニバ ーサ ルデ ザイ ン商品の ご提 供 

小さ なお 子さ まからお 年寄 り まで 、 あら ゆる 人た ちが 快適 に安 心し 
て使 える こと を目 指し てい るの が 「ユ ニバ ーサ ルデ ザ イ ン」 です 。 文 
具 ・ 玩具部門 を中 心に ユニ バー サル デザ イ ン商 品の 開発 、 既存商 
品か らの 選定 を行 い独 自の 「Ｕ Ｄ ラ イ フ」 ブラ ン ドで 提供 して いま す。 
◎ 「Ｕ Ｄラ イフ 」 コー ナー 設置店： 2001年 2月末日現在 33店 舗 

「Ｕ Ｄラ イ フ」 コー ナー 

店舗施設 でも 、 お年 寄り や障 害の ある 方、 妊娠中の 方 などの 
立場 に立 った 見直 しを 進め 、 バリ アフ リー やユ ニバ ーサ ルデ ザ 
イ ンの 考え 方を 導入 して います 。 

●一段 ごと に色の違 う階 段 
2000年に オー プン した 木場 店で は、 ユニ バー サル デザ イ ンの 視 
点を 随所 に取 り入 れて います 。 たと えば 、 階段 は一 段 ごとに 色 
を変 えて 、 各段 をは っき り と 見やす く する こと で、 踏み 外し など 
の危 険を 減ら す工 夫を しま した 。 

●広 く て快適な 「多目的 トイ レ」 
高齢者、 障害者、 妊娠中 やお 子さ ま連 れの お客 さ まな どに 、 快 
適に ご利 用い ただ ける よ う 、 便座 の位 置や 洗面台 の高 さ、 ベッ 
ドの 設置 など を工 夫し た ト イ レ です 。 

店づ くり にも 
ユニバ ーサ ルデ ザイ ンを 導入 

●ゆ った り 試着室 
従来 の約 2倍の 広さ で車 椅子 のま ま 
ご利 用い ただ けま す。 

木場店 では 男性用、 女性用 にそ れぞ れ 多目的 トイ レを 設置 し てい ます 。 

従来の店舗 木場店 
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地域の皆 さま へ の情報の提供 

イ ト ーヨ ーカ ドー が進 めて いる 環境保護活動 や 社会活動、 企業 
活動 に関 する情 報を お客 さ ま、 地域社会、 お取 引先 に提 供し 
てい く ために 、 出版物、 イ ンタ ーネ ッ トな ど さ ま ざま なメ デ ィ アを 通 
じて 情報発信 を行っ て います 。 
また 『よ り良 い生 活、 環境、 社会 を未 来の 世代 に引 き継 ぐた め 
のイ ト ーヨ ーカ ド ー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 の発 
行時 に、 各店舗 から 地元自治体、 マス コ ミ など に積 極的 に情 
報を 提供 して います 。 

●企業情報の提供 
● イ ト ーヨ ーカ ド ー／ Ｉ Ｙ グル ー プ 会社概要 
（年 １ 回発行、 日本語、 英語、 中国語） 

大規模災害時の 被災地救援活動 

震災 や水 害な ど、 日常生活 の基 盤に 深刻 な損 害を もた らす 災 
害の 発生 時に は、 イ ト ーヨ ーカ ド ーおよび グル ー プ各 社の 店舗 網 
や流 通ネ ッ ト ワーク 、 物流機能 を生 かし て 生活必需品 など 救援 
物資 を提 供す るな ど、 スピ ーデ ィ ーな 対応 を進 めて います 。 さ ら 
に、 社員 のボ ラ ンテ ィ ア活 動へ の参 加を 支援 する 体制 も整 備し 、 
あら ゆる 面か ら被 災し た地 域の 1日も 早い 復旧 ・ 復興 を応 援し 
てい ます 。 

最近の主な被災地支援 [支援物資の提供]

1995 年 阪  神・ 淡路大震災 

1997年 福井県三国町沖 タン カ ー重油流出事故 

1998 年 東  北・ 北関東等の集中豪雨 

2000年 伊豆諸島地震活動災害 

2000年 鳥取県西部地震 

地域社会 と協 力し て、 
緊急時対応の態勢 づく り 

イ ト ーヨ ーカ ド ーおよび グル ー プ各 社は 、 災害発生時 に、 被災地 
の速 やか な復 旧お よび 生活必需品の 継続的 な確 保 ・ 供給 に 
向け 、 地域 の皆 さま と協 力し て 緊急物流対応 の訓 練な どを 行 
っ てい ます 。 

● 公式 ホー ムペ ージ （商品情報、 財務情報、 入社案内、 環境 
活動報告、 ニュ ー ス リ リ ー スな ど。 随時更新） 
URL http://www. itoyokado.iyg.co.jp（日本語、 英語） 

●財務情報 
● イ ト ーヨ ーカ ド ーグ ルー プ 
イ ンベ ス タ ー ズガ イ ド 
（年1回発行、 和英併記） 
● アニ ュア ルレポー ト 
（年1回発行、 英語） 

●環境／社会活動報告 
● 『よ り良 い生 活、 環境、 社会 を 
未来 の世 代に 引き 継ぐ ため の 
イ ト ーヨ ーカ ド ー 企業活動報告 
「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 
（年1回、 本冊子） 

35 Sustainability Report 2001

社会活動編 

出店地域の生活の拠点 とし てイ トー ヨー カ ドー 店舗 をご 利用 いただ ける よう 、 
つね に自 治体や地域の 皆さ まと の連 携を 図る とと もに 、 災害時 など もい ち早 く体 制を 整え て 
被災地域の復 旧を お手伝い して いま す。 

豊か なふ れあい と暮 ら しの 拠点 と して 
地域社会 との 連携 

出店地域 の学 校か らの お申 し出 にお 応え して 、 「体験学習」 に 
協力 して います 。 地元 の学 校の 生徒 さん をお 迎え して 、 朝礼 か 
ら始ま り、 バッ ク ルー ムで の品 出し 作業 、 売り 場で の 接客応対、 
商品 の包 装な ど、 各店舗 の社 員に よる 指導 の下で 小売業 の 
体験 を して いた だい て います 。 
また 、 障害者の 社会参加支援 の一 環と して 、 養護学校 の生 
徒さ んを お迎 え して 2週間 にわ たる 体験学習 を実 施し てい ます 。 
さ らに 行政職員 や 教職員 の研 修に も協 力し て います 。 
◎ 2000 年度体験学習 およ び職員研修実施件数 ：81件 

（2,700 人日） 

地域行事 に店 舗ス ペー スを 提供 

地域 イ ベン ト では 、 ご要 望に 応じ て店 舗ス ペー スを 提供 して いま 
す。 たと えば 、 店舗 エン ト ラン スの パブ リ ック スペ ー スを 利用 した 
写真展の 開催、 地域の 社会福祉協議会 に無 償で スペ ー スを 
提供 して 障害者 の手 作り 作品 など の販 売な ど、 ご来 店く ださ る 

店舗周辺地域の清掃活動 

各店 舗で は、 「ク リ ーン バー ド作 戦」 と銘 打っ て定 期的 に 店舗周 
辺地域 の清 掃を 実施 。 地域 の皆 さ まに 快適 にお 店を ご利 用い 
ただ ける 環境 の整 備に努め てい ます 。 また 、 毎日 の仕 事の 中 
で、 ごみ の分 別や リサ イ ク ル などの ルー ルを 社員 間に 徹底 し、 お 
取引先 と も 情報交換 を密 にし て店 舗の 廃棄物保管 スペ ー スの 
環境維持 など に力 を注 いで いま す。 

地域の環境活動へ の参 加・ 協力 

各店舗 は、 それ ぞれ の 出店地域 で行 われ る 「エ コラ イ フフ ェア 」 
など に参 加し て、 地域 と連 携し て 環境問題 に関 する アピ ール を 
図っ て います 。 
また 、 自治体 や地 域ボ ラン テ ィ ア団 体な どか らの ご要 望に 可能 
な限 りお 応え して 、 牛乳 パッ ク 、 ペッ ト ボ ト ルの回 収ス ペー スの 提 
供や Ｐ Ｒに 協力 して います 。 
◎ 2001年 3月現在、 107 店舗 で地 域ボ ラン ティ ア団 体な 

どの 要請 に基 づき 牛乳パ ック の回 収ス ペー ス の提供 やＰ Ｒに 

協力 し、 53店 舗で ペッ トボ トル の回収拠点 とし て協 力し てい 

ます 。 

お客 さ まや イ ベン ト を楽 しむ 地域 の皆 さ まに 情報 を提 供し たり 、 
コ ミ ュニ ケ ーシ ョ ンや 憩いの場 を提 供す るこ とで 、 文字通 り地 域 
生活 の拠 点と して の役 割を 果た しま す。 

地元学校の 「体験学習」 や自治体等の研修 に協 力 
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1984年、 毎日新聞社 が 女性へ のメ ッセ ージ 紙 「は ない ちも ん 
め」 の創 刊を 機に 、 女性の 童話作 品を 対象 に設 けら れた賞 で 
す。 イ ト ーヨ ーカ ドー は、 「小 さな 手づ く りの 童話 で、 母と 子の 心 
の結 びつ き を育 む」 という 考え 方に 共鳴 し、 第1回目 から 協賛、 
店頭 のポ スタ ーを 通じ ての ＰＲ や各 店舗 での 応募 の受 け付 け 
など を行っ てい ます 。 
女性 の作 品で ある こと 以外 には 、 特に 応募資格 を設 けて いな 
いた め、 応募 され る方 々 は 幼児 から 80歳代 まで 幅広 く、 日本 
以外 の地 域か らの 応募 も 毎年数 多く あり ます 。 また 、 応募作品 
のク オリテ ィ も高く 、 童話作家の 登竜門 と して も注 目を 集め てい 
ます 。 
◎1984年 スタ ート 

◎年1回新作童 話を募 集し 、 大賞 を選 定 

◎審査員 

落合恵 子さん 、 角野栄子 さん 、 俵万 智さん 、 山本容 子さん 

◎ 2000 年度応募総数 ：3,828編 

◎応募累計 ：49, 000編 

セブン ‐ イレ ブン 
イ トー ヨー カド ー 

セブン ‐ イレ ブン 

セブン ‐ イレ ブン 

セブン ‐ イレ ブン 

ヨー クベ ニマ ル 

ダイ クマ 

ダイ クマ 

Ｉ Ｙ グル ープ 各社の 
文化 ・ス ポー ツ 振興活動 

地球 にや さし い作 文・ 活動報告 コン テス ト 

SB Cこ ども 音楽 コン クー ル 

全日本 クラ ブ 卓球選手権大会 
「セ ブン -イレ ブン カッ プ」 

TVK神奈川少年野球大会 
「ダ イク マカ ッ プ」 

横浜国際女子駅伝 

地域の名著復 刻・刊 行 

TVKダイ ク マ少年野球教室 

Ｉ Ｙ グル ープ 関連の 
財団法人の教育振興活動 

●財団法人 ヨー クベ ニマ ル文化教育事業財団 
1985年、 ヨー ク ベニ マル 創業者の 大高善雄氏 の遺 志を 受 
け、 大高家 と ヨー ク ベニ マル から の 基金寄付 によ り設 立。 毎 
年福島県内の 高校生 を対 象に 、 ア メ リ カ ・ カナ ダ 海外研修 
プロ グラ ムを 実施 する など 、 文化 ・ 教育活動 を通 じて 地域 の 
人材育成 を支 援し てい ます 。 

●財団法人伊藤謝恩育英財団 

イ トー ヨー カ ドー ・ グル ー プの 伊藤雅俊名誉会長 が私 財を 拠 
出し て、 1994年に 設立。 次代 を担 う人 材の 育成 に取 り組 み、 
!留学生 を含 む高 校～ 大学院生へ の 奨学金給付"日本 
語教育機関 に学 ぶ 留学生、 日本留学 を目 ざし てい る人 へ 
の 奨励金給付#国内、 海外 で 日本研究 に取 り組 んで いる 
研究者へ の 助成$日本研究 に関 する 講演会、 研究会 の 
助成 など を行っ て います 。 

● Iｔ ｏ ｈＦ ｏ ｕ ｎ ｄ ａ ｔ ｉ ｏ ｎ,Ｕ.Ｓ.Ａ.
1999年、 伊藤名誉会長 が私 財を 基金 と して 拠出 し、 米国 
カリ フ ォル ニア 州に 設立 。 伊藤謝恩育英財団 と も連 携し 、 
既存 の学 問の 枠組 みや 国境 など あら ゆ る壁を 越え た先 端、 
複合 的な 学際研 究な ど を支 援し て います 。 

母と 子の 心を 結ぶ 《 小さ な童話》 大賞 
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生活、 文化 など さま ざま な社会活動の支 援に 関し ても 継続性 を重視 して 、 
地域の皆 さま と広 く社 会を 結ぶ 質の 高い 取り 組み を育 むよ う努 めてい ます 。 

よ りよ い暮 ら し、 生活文化 の創 造へ 
社会･ 文化活動 

核家族化 が進 む中 で、 身近 に出 産や 育 児について 気軽 に相 
談で き る人 が いない とい った お客 さ まの 声に 応え て、 1975年に 
「母子保健相談」 をス タ ー ト 。 以後、 ご好 評に よ り 実施店舗 を拡 
大し てき ま した 。 
店内施設 「赤 ちゃ ん 休憩室」 を活 用し て、 月に 2～4回、 無料 で 
マタ ニテ ィ ・ 育児相談室 を開 催し 、 日々 の子 育て の中 の赤 ちゃ 
んの 健康 や離 乳食 など 育児 に関 する こと で、 「ち ょ っと 気に な 
るこ と」 や 「心配 なこ と」 について 、 また 、 妊婦 の方 の 健康管理 
について もベ テラ ンの 保健 婦さ んや 助産 婦さ んが ア ドバ イ スを 
して います 。 
保健婦 さん や 助産婦 さん は、 研修 など を通 じて つね に 最新知 
識の 習得 や情報交換 に努 め、 環境 の変 化に合わ せて 適切 な 
ア ドバ イ スを 提供 でき るよ うに 力を 注いで います 。 
◎1975年 スタ ート 

◎実施店舗 2001年 2月末日現在 ：160店舗 

◎ 2000 年度相談件数 （利用者数） ：33万 件 （ 11万人） 

◎累計相談件数 （利用者数） ： 576 万件 （192万人） 

より 身近 な場 所で 、 いつ でも 気軽 に良 書と 出会 える 機会 を増 
やし 、 「子 ど もた ちが 本当 に面 白い 本と 出会 い、 本を 読む こと 
が好 きに なっ て欲 しい 」 と願 って スタ ー ト 。現 在10店舗 の店 内 
に 「子 ども 図書館」 を開 設し てい ます 。蔵 書は １館 当た り約 
8,000冊で 、 すべ て 児童図書の 専門家 が選 定し たも のば かり 。 
各館 と も専 門の 司書 が運 営に 当た って おり 、 読書 の相 談を 受 
ける ほか 、 お話 会、 工作会 など を 随時開催 して 、 好評 を得 て 
います 。 
図書 の貸 し出 しに 当た っ て、 年齢、 住ん でい る地 域な どに かか 
わり なく 、 簡単 な登 録で ご利 用い ただ けま す。 
◎1978年 スタ ート 

◎ 2000 年度貸 し出 し実 績： 33万冊 

◎累計貸 し出 し 冊数 2001年 2月末日現在 ： 777万 冊 

未来のマ マ・子 育て を応 援す る マタニテ ィ ・ 育児相談室 

どな たで もご利 用い ただ ける 子ども図書館 
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“愛 は地 球を 救う” 
24時 間チ ャリ テ ィー 募金 

日本 テレ ビ 放送網⑭ を中 心に 全国 31社の 民間放送会社 の共 
同主催 で1978年か ら 毎年開催 され てい る24時間 チャ リテ ィ ー募 
金。 イ ト ーヨ ーカ ドー ・ グル ー プは 、 視聴者 だけ でな く 一般企業 や 
商店街、 学校 など 地域 に根 ざし た同 チャ リテ ィ ー募 金の 取り 組 
みに 賛同 し、 1982年 （第5回） から 毎年8月の 約1ヶ 月間、 店頭 
に募 金箱 を設 置し て 募金活動 に 協力、 また 、 近年 は同 チャ リ 
テ ィ ー募 金の オリ ジナ ル商 品の 販売 にも 協力 して います 。 
2000年ま でに イ ト ーヨ ーカ ドー ・ グル ー プ各 社の 店頭 に寄 せら れ 
た募 金は 累計 で26億5,279万8,885円に 達し てい ます 。 
◎イ トー ヨー カド ー 単体の募金累計 （1984年～ 2000年 ） 

778, 940, 919円 

有珠山火山活動災害義援金 を 被災地へ 三宅島火山活動災害 への 支援 と し て 東京都 にヘ ル メ ッ ト を寄 贈 

義援金活動 

大規模 な災 害の 発生 時な どは 、 ス ピー デ ィ ーに 店頭 で義 援金 を受 付け 、 被災地 の１ 日も 早い 復旧 にお 役立 てい ただ いて いま す。 

自動販売機の収益の一部 を 
社会文化 ・ 福祉事業の資金援助 に当 てる 「ア ベス コ基 金」 

2000年 7月 イ トー ヨー カド ーは 、 飲料 メー カー さん 、 自動販売機運営会 社さん と共 同で 「ア ベス コ基 金」 を 

創設。 イ トー ヨー カド ー店 舗に 設置 され た 一部の自動販売機の収益の中か ら、 地雷除去活動 など 多く の人 々  

に影 響す る社 会・文 化・ 福祉事業の実施団体 に 資金援 助を行 いま す。 

最近の主な義援金募金活動 

1995年 阪神淡路大震災 702, 977, 288円 （ 235, 437, 061円 ） 

1998 年 東  北・ 北関東集中豪雨災害 4, 891, 966円 （2,018, 624円 ） 

1999年 台湾大地震 114, 346 ,011円 （19, 708, 593円 ） 

2000年 有珠山火山活動災害 68 ,206 ,000円 （5,347, 250円 ） 

2000年 伊豆諸島地震活動災害 48, 643, 091円 （3,838, 311円 ） 

2000年 東海豪雨災害 1, 136 ,117円 （399, 656円 ） 

金額 は Ｉ Ｙ グル ープ 計、 （ ）  内は その うち のイ トー ヨー カ ドー 計 
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店頭 での募金活動 を通 じて 、 地域 を越 えて 幅広 くお 客さ まに 社会事業の支援や被災地支援 
を呼 びか け、 お客 さまか らお 預か りし た浄 財を 確実 ・ 迅 速に各 事業の窓 口に お届 けし てい ます 。 

お客 さ ま と社 会を 結ん で 
寄付 ・ 募金活動 

地球規模の自然保護活動へ の支援 

お客 さま にお 買い 物袋 のご 持参 を 
呼び掛 け、 食品 レジ でポ リ袋 をご 辞 
退い ただ く と １回 につ きス タン プ１ 個 
をカ ー ドに 押し 、 ス タ ンプ 20個で 100
円に 換金 して いま す。 
また 、 お客 さ まの ご協 力に 感謝 して 、 
イ トー ヨー カ ドー は 国際熱帯木材機 
関 （Ｉ ＴＴ Ｏ） の 熱帯雨林再生事業 
に継 続的 に寄 付 を行っ てい ます 。 

● 2000 年度実績 

・レ ジ 袋削減数 … 13, 241, 400枚 

・延 べ 利用者数 … 441, 380人 

・Ｉ ＴＴ Ｏ 等自然保護団体へ の寄付金額 …1,000万 円 

ペル ーと フ ィリ ピン で育 つ 
「イ トー ヨー カド ーの森」 

Ｉ ＴＴ Ｏは 、 イ トー ヨー カド ー の寄付金の一 部を 

活用 して 、 1991 年か ら95年 まで ペルーの ア 

マゾ ン川流域 「リオ ハ」 地区 で 200 ヘク ター ルに 

及ぶ熱帯雨林再生 プロ ジェ クト を実施。 また 、 

1998 年か らは フィ リピ ンのル ソン 島 「ヌ エヴ 

ァ ・ ヴ ィス カヤ 」 地区 で 3000ヘ クタ ール に渡 る 

熱帯雨林の保 護・ 再生活動 を進 めていま す。 

その他の寄付活動 

地球規模の 自然保護活動 を支 援す るた め、 世界自然保護基 
金日本委員会 をは じめ 、 各種団体 に寄 付 を行っ てい ます 。 

■ 公益信託 「地球環境日本基金」 に 
〈イ トー ヨー カド ー・ グル ープ 地球環境記念基金〉 設置 

■ ＷＷ ＦＪ ａ ｐ ａ ｎ （世界自然保護基金日本委員会） 

■ 経団連自然保護基金 

主な寄付先 

ペル ー   

フィ リピ ン   
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今年度 の４ 月よ り、 家電 リサ イ ク ル法 、 消費者契約法、 改正 
Ｊ Ａ Ｓ （日本農林規格） 法の 施行等、 生活 にか かわ る制 度や 、 
食品 リサ イ ク ル法 、 グ リ ーン 購入法、 化学物質排出管理法等 が 
制定 され ま した 。 
法律 ・ 制度改 正は 企業 の取 り組 みい かん によ って は、 淘汰 

を促 す可能性 があ り ます 。 また 、 行政関連 では 情報公開法 も 
施行 され 、 企業 の環 境へ の取 り組 み、 社会的側面 に関 する 
取り 組み を明 確に し、 目標値 と 進捗状況 を 情報公開 する こと 
は、 企業 の将 来を 左右 する重 要な 要素 です 。 

（１） 環境への 取り 組み につ いて 
店舗 では 、 省エ ネ、 廃棄物 の削 減 ・ リサ イ ク ルに 努め てお り、 

商品 がメ ーカ ーか ら店 に届 く まで の 「通 い箱 」 利用 の拡 大や 日 
用品、 加工食品 セン タ ー開 設に よる 物流集約等の 合理化 が図 
られ てお り ます 。 
特に 、 店舗 での 廃棄物 リサ イ ク ル管 理につい て、 廃棄物分 

別処理担当者 の工 夫や ア イデ アに 対し て イ ンセン テ ィ ブを 与え 、 
業務改善 の結 果を 全店 舗で 共有化す るこ とに より 、 大き な成 
果を 生み 出し て います 。 
各部 では 取り 組み 状況 を数 値化 する こ と を進 めて おり 、 その 

数値結果 が全 員で 理解 でき るシ ステ ムづ く り、 情報の 開示方 
法を つね に改 善 ・ 修正 して いる 姿勢 は評 価で き ます 。 
最終的 には 社員一人一人 が 環境数値目標 を持 って 取り 組 

み、 結果 を出 して いく 企業体質 を目 指す こ と も必 要と考え ます 。 
商品 のラ イ フ サ イ ク ルが 短く なっ たい ま、 小売業 と して お客 さ ま 

のニ ーズ に応 える べく 、 お取 引先 と緊 密な 情報 の共 有化 のも 
とで 新商品 の開 発や ＱＲ （ク イ ック レ スポ ンス ） 生産体制 の確 保 

が急 務で す。 取り 引き の際 には 、 環境問題へ の企 業の 意識 を 
勘案 し、 積極 的な 取り 組み や効 果 の出て いる メー カー との 取 
り引 き を拡 大し 、 間接的 にイ ト ーヨ ーカ ドー の姿 勢を 市場 に訴 え 
るこ と も必 要な 時代 ではな いで しょ うか 。 また 、 環境対応型商 
品が 売り 場に 展開 され てい ます が、 お客 さま に判 り易 い売 り場 
表示、 環境負荷 に対 する 判り 易い 情報提供方法等 を吟 味し 、 
よ り積 極的 な取 り組 みも 検討 され るべ きで はな いか と考 えま す。 

（２ ） 社会的責任 
木場店 はユニバ ーサ ルデ ザ イ ンを 総合 的に 取り 入れ た一 号 

店で す。 一般 の人 にも 足元 を識 別し やす いよ うに 一段 ごとに 色 
を変 えた 階段 や付 き添 いの 家族 が一 緒に 入れ る多 目的 ト イ レ 
や、 従来 の２ 倍の 広さ があ る 試着室等、 これ まで の取 り組 みの 
集大成 と して の店 づく りが され てい ます 。 
高齢者 や 障害者 だけ でな く、 いろいろ な視 点か らお 客さ まの 

利便性 をと らえ た設 計が され てお り、 質の 高い サ ービ スを 提供 し 
てい ると 判断 しま す。 
ただ し、 試行錯誤 の中 での 設計 であ り、 お客 さ まに ど う評 価 
され てい るの かの 情報収集方法 の確 立と 、 他店 に拡 大す るス 
ケジ ュー ルを 提示 すべ きで はな いか と考 えま す。 
昨年度 は大 手メ ーカ ーで 食中毒事件 や 異物混入、 リ コー ル 

隠し 等企業の 品質管 理を めぐ る不 祥事 が多 発し ま した 。 お客 
さま や 社会的責任 より も 企業論理 を優 先さ せた 結果 です 。 企 
業の 社会的責任 に対 する注 目が 集ま る中 で、 企業行動指針 
を見 直し 、 基本方針 と 行動基準 が明 確に なっ たこ とを ス タ ー ト 
と して と らえ 、 社員教育 によ りコ ンプ ライ アンス の徹 底を 要望 し 
たい と考 えま す。 また 、 現状 にと ど ま らず、 ネガ テ ィ ブ情 報を 開示 
する姿 勢を とる べき 時期 ではない でし ょ うか 。 自己満足 では な 
く、 多く の人 に認 知し 共感 され るよ う行 動す べき と考 えま す。 

イ ト ーヨ ーカ ド ー 社内環境 ・ 社会活動監査人 
ＱＣ （ク オリ テ ィ ・ コン トロ ール ） 室衣料住居総括 マネ ジャ ー 

吉澤幸恵 
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事業活動編 

昨年 度に 引き続き 、 店舗 にお ける さ ま ざま な 環境問題へ の取 
り組 みに 加え 、 バリ アフ リー を目 指し た各 種の 設備 を見 学し 、 
現場 での 討論 と と もに 本社 での ミ ーテ ィ ング にも 参加 させ てい た 
だき ま した 。 
環境 や品 質の 管理体制 に対 して Plan、 Do 、 Check、 Action

のPDC Aサ イ ク ルの 重要性 が謳 われ て います が、 なり よ り も肝 要 
なの は、 こ う した PDC Aサ イ ク ルを よ り大 きな 理念 のも とに 実施 し 
てい く こと です 。 イ ト ーヨ ーカ ドー の 環境問題へ の取 り組 みで 評 
価で きる のは 、 社員 全て が理 念を 理解 し、 共有 した う えで 、 環 
境問題 への 取り 組み を着 実に 展開 して いる 点で す。 
こ う した 組織 と して の思 考・行 動パ タ ーン がな く して は、 私が 
見、 また 話を 聞か せて いた だい た販 売す る商 品を はじ め、 食品 
等の 加工 や店 舗の 設計 ・ 管理、 物流等 に至 るま での 広範 囲な 
取り 組み は実 現し えな いと 思い ます 。 また 、 強調 して おき たい こ 
とは 、 社員 の方 々 の みで なく 、 こ う した 取り 組み を、 店舗 を支 え 
る関 係者 にも 浸透 させ てい るこ とで す。 一例 と して IY資源化推 
進協力会へ の対 応が 挙げ られ ます 。 そこ では 、 「私 の小 さな 業 
務改革 -問題 ・ 課題へ のチ ャ レン ジ -」 と題 して 、 廃棄物業務 
の徹 底 ・ 改善 に向 けた 協力会関係者の 発表会 を実 施し 、 優秀 
な取 り組 みを 表彰 する制 度を 導入 して います 。 廃棄物 だけ で 
なく 、 環境問 題はす べて にわ たっ て、 「誰 かに 任せ てお けば よ 
い」 では 解決 しま せん。 立場 が異 なっ ても 理念 を共 有し 、 と もに 
問題 を考 え、 対策 につ いて 知恵 を出 し合 い、 改善 して いく 「共 
創」 の思 想こ そが 大切 です 。 「私 の小 さな 業務改革」 は、 大き な 
展開 に繋 がる 取り 組み と して 高く 評価 でき ます 。 
また 、 「ロ ス削 減」 を基 本と し、 優先順位 をつ けて 取り 組む 、 

2000年 度 

監査所見 

という 地道 な接 近は 、 いか にも イ ト ーヨ ーカ ドー ら し く、 信頼感 を 
もてま す。 こ う した 点を 商品 の提 供に 対し てだ けではな く、 店舗 
の設 計 ・ 管理 でも 実現 して いる こ と を今 回は つぶ さに 見て き ま し 
た。 店内の 商品展示 の方 法や 床 ・ 壁の 色に対 する配 慮、 さ ら 
にはその 日の 天候 の状 態を も考 慮し た照 明の 管理 には 感心 
しま した 。 空調設 備に関 する新 技術 の導 入や省エ ネル ギー の 
照明機器の 開発等 も進 めら れて いま した が、 地球温暖化対策 
が急 がれ るな か、 あら ため てエ ネル ギー の需 要側 での 努力 とそ 
の 重要性 を認 識す ると と もに 、 わが 国全体 と して も こ う した 対応 
が必 要で あり 、 イ ト ーヨ ーカ ドー が、 その 起点 にな っ てい ただ けれ 
ばと 願っ てい ます 。 
本年度 は、 この 環境 レポ ー ト もサ ステ ナビ リテ ィ の視 点か ら取 

り上 げよ う と して いま す。 サス テナ ビリ テ ィ は 環境問題 をも 包含 
した 幅広 い概 念で あり 、 企業 と して 捉え れば 、 関連 する社 会 
の持 続性 ・ 永続性 に対 して 、 いか にそ の責 任を 果た して いく か 
を社 会と の連 携の もと で考 え、 行動 する こと と理 解で きま す。 
今回 はそ の一 端と して 、 店舗 のユニ バー サル デザ イ ンの 導入 
例を 見て きま した 。 体に 障害 のあ る方 や乳 児を 連れ た方 、 老 
齢者 に対 する 配慮 を 駐車場、 階段 から ト イ レ、 試着室等 に至 
るま で、 さま ざま な場 面を 想定 した 取り 組み が行 われ てい ま し 
た。 わが 国の 商業施設 では はじ めて の試み という もの もあ り、 
利用者の 評価 を取 り入 れな がら の改 善が 続け られ て います 。 
こ う した 取り 組み によ っ て得 られ たデ ータ や 設計手法 を公 開し 、 
さ ま ざま な施 設に おけ る 普及促 進に 寄与 して いた だき たい と考 
え て います 。 
これ まで 着実 に進 めて こ られ た 環境問題全般 にわ たる 情報 
の取 得・ 共有 と、 それ をも とに 次な る 展開へ という対 応は 、 貴 
重な 財産 です 。 新た な取 り組 みを 含め て、 こ う した シ ステ ムの よ 
り一 層の 高度 化が 図ら れる こ と を望 みま す。 

イ ト ーヨ ーカ ド ー 社外環境 ・ 社会活動監査人 
早稲田大学理工学部教授 

永田勝也 
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『よ り 良い生 活、 環境、 社会 を未 来の 世代 に引 き継 ぐた めの 
イ トー ヨー カ ドー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 

この たび は、 私た ちの 報告 書を ご覧 いた だき 、 た いへん あり がと う ござ います 。 

私た ちは 、 イ ト ーヨ ーカ ドー の 環境問題へ の取 り組 みや 、 社会活 動な どに ついて、 

よ り具 体的 で分 かりや す くお 伝え しよ う と考 え て、 

この 報告 書を ま とめま した 。 

しか し、 まだ 十分 にお 伝え し切 れな かっ た点 もあ ると 思 います 。 

私た ちは よ り多 くの みな さ ま との 交流 のな かか ら、 

さ らに 、 改善 を進 めて よ り良 い情報発信 に取 り組 んで まいり たい と考 え て います 。 

この 報告 書を お読 みい ただ いて のご 感想 、 ご意 見、 

さ らに 、 イ ト ーヨ ーカ ドー の 環境保護 や社会活動 に対 する ご質 問な どが ござ いま した ら、 お聞かせい ただ けれ ば幸 いで す。 

お手 数で すが この 裏側 の 「フ ァ ッ クス 通信 」 用紙 にご 記入 の上 、 

下記 の 「イ ト ーヨ ーカ ドー 環境開 発プ ロジ ェク ト 事務局」 まで 、 フ ァ ッ クス をお 送り く ださ い。 

（裏面 のフ ァ ッ クス 用紙 をご 利用 の場 合は 、 本ペ ージ 左端 の 「 」  印を 切り 離し てご 使用 く ださ い。 ご郵 送で も結 構で す。 ） 

みな さ まの ご意 見 ・ ご感 想を 
お聞かせ くだ さい 。 

ファ ック スの 送り先 

０ ３ -３ ４ ５ ９ -６ ４ ６ ２ 
イ トー ヨー カド ー 環境開 発プロ ジェ クト 事務局 

声の ホッ トラ イン 
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1970年 ■ 第１ 回高校生懸賞作文 。 

1971年 ■ 独自 の 「鮮度保証制度」 発足。 

1973年 ■ Ｉ Ｒの 一環 とし て 「イ トー ヨー カ ドー 株主通信 （現在 の Ｉ ＹGROUP  四季報） 」 創刊。 

1974年 ■ 「消費者室」 「Ｑ Ｃ室 」 設置。 

1975年 ■ 消費者室、 消費生 活コ ンサ ルタ ント による 「お買 い物相談 コー ナー 」 を神奈川県内の店 舗に開 設。 

1975年 ■ 藤沢店 で 「母子保健相談室 （現在のマ タニ テ ィ ・ 育児相談室） 」 開催 

1977年 ■ スタ ンプ 方式の買 い物袋削減キ ャン ペー ン 開始。 

1978年 ■ 沼津店 に子 ども 図書館開設。 

1981年 ■ 簡易包装 への 取り 組み 開始 。 

■ 通産省 の 「消費 ア ドバ イザ ー制度」 スタ ート 。 イ トー ヨー カ ドー 社員6名が合 格。 

■ 「お買 い物相談」 制度 を発展 させ 「暮 らし のア ドバ イザ ー」 制度発足。 

1982年 ■ 子ども 図書館、 総貸出数 100 万冊突破 

1983年 ■ Ｉ Ｙ グル ープ 「日本 テレ ビ 系列 24時 間チ ャリ テ ィー 募金 」 に 参加開始。 

1984年 ■ 〈小 さ な童話〉 大賞 （イ トー ヨー カ ドー 協賛 ） スタ ート 。 

■ イ トー ヨー カ ドー フレ ッシ ュバ レーボー ル教 室ス ター ト。 

■ 消費者室、 ＱＣ 室、 本部 で 「お 客さ まに 学ぶ 」 展開催。 

1985年 ■G ヨークベ ニマ ル文化教育事業財団設立 。 

■ 商工会議所主催の若手後継者研修、 3店 舗で受け 入れ 。 

1986年 ■ 第１回 「埼玉県マ マさん バレ ーボ ール 大会 『し らこ ばと 杯』 」 開催。 

1990年 ■ 「環境開発 プロ ジェ ク ト」 発足。 

■ 61店 舗で 環境 にや さし い商品 を集め て販売。 

■ 本部 で古紙 の分別回収 スタ ート 。 

■ 千住店、 地域 のボ ラン テ ィア 団体 による 牛乳 パッ ク回 収に 協力 。 

1991年 ■ 「エ コラ イフ キャ ンペ ーン 」 スタ ート 

■G 「地球 にや さし い作 文 ・ 活動報告 コン テス ト」 （セ ブン ‐ イレブ ン協 賛） 開始。 

■ 社員の育児 ・ 介護支 援に向 け 「リ ・ チャ レンジプラ ン」 スタ ート 。 

■ 「ノー マラ イ ゼー ション 推進 プロ ジェ ク ト」 発足 

1992年 ■ 子ども 図書館総貸出数 500 万冊突破 

■ 社内 で手話講習会開始。 

1993年 ■ ＮＨ Ｋ 「いいなあ 私の まち 100 選」 に Ｉ Ｙ静 岡 店が選 ばれ る 

■G 「セ ブン -イレ ブン みど り の基金」 設立 

■ 北海道南西沖地震被災 地に 義援金募金活動。 

■ 介護、 ボラ ンテ ィア 休暇制度導入。 

■ ハン ガー 配送開始。 

■ 「企業行動指針」 制定。 

1994年 ■G 伊藤謝恩育英財団設立 。 

■ 和光店、 高齢者 ・ 障害者対策建築物 とし て建設省住宅局長 より 表彰 。 

1995年 ■ 三陸 はる か沖地震被災地救 援に協 力、 義援金贈呈。 

■ 阪神淡路大震災救援 に 協力、 グル ープ 全店 で義援金募金。 

■ 上大岡店、 リサ イ ク ル推進協議会 より 環境庁長官賞受賞。 

1996年 ■ 朝日新聞文化財団 「企業の社会貢献」 障害者雇用賞受賞。 

■ 三島店、 静岡障害者自立 セン ター より 「バ リア フリ ーデ ザイ ン大 賞」 受賞。 

■G ヨーク ベニ マル 、 「メ セナ 大賞 」 メセ ナ 企画賞、 受賞。 

1997年 ■ 朝日新聞文化財団 「企業の社会貢献」 大賞受賞。 

■G デニ ーズ 、 障害者雇用 で東京都知事 より 表彰 。 

■G 丸大、 日本障害者雇用促進協会会長賞受賞 。 

1998年 ■ 朝日新聞文化財団 「企業の社会貢献」 情報公開賞、 受賞。 

■ 三島店、 第１回 「福祉 のま ちづ くり 賞」 大賞受賞。 

1999年 ■G 米国 にIｔ ｏ ｈＦ  ｏ ｕ ｎ ｄ ａ ｔ ｉ ｏ ｎ,Ｕ.Ｓ.Ａ.を設立。 

■ Ｆ Ｔ （フ ェア トレ ード ） 委員会 ・ 事務局設置。 

2000年 ■ 三宅島火山活動災害支援の一環 とし て、 東京都 にヘ ルメ ッ ト寄 贈。 

2001年 ■ 消費者室 を 「お 客様相談室」 に改 称。 

Ｉ Ｙグ ルー プ の主な社 会・ 文化活動 ■ 事業活動 ■ 環境保護活動 ■ 社会活動 G グル ープ の活動 
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今年私 たち は、 この 報告書の タ イ ト ルを 、 従来 の 

『環境 マネ ジメ ン ト レポ ー ト 』 から 『よ り良 い生 活、 環 

境、 社会 を未 来の 世代 に引 き継 ぐた めの イ ト ーヨ ー 

カ ドー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 に 

改め ま した 。 社会 の激 しい 変化 を反 映し て、 GR Iガ 

イ ド ライ ンが 試行錯 誤を 続け てい る様 に 『環境報告 

書』 も、 こ こ1年で 人権 、 雇用分野 などの 報告 を も包 

含し た 『サ ステ ナビ リテ ィ 報告書』 へと 大き く変 わっ て 

きて います 。 『サ ステ ナビ リテ ィ 』 とは 何で しょ うか 。 あ 

るい はサ ステ ナブ ルと は企 業の ど うい う在り方 を言 

って いる ので しょ うか 。 環境問 題を 考え る中 で発 生 

した この 概念 は、 今で は企 業の 在り 方全 般に 係 

わる もの とな りま した 。 ここ で問 われ てい るの は企 

業の 社会性、 企業の 社会的責任 です 。 2001年6月 
常務取締役　総務本部長 

ご く最 近の 多く の調 査で 、 社会的責任 を意 識し 、 

正面 から 向き あっ てい る企 業は 、 お客 様の 支持 が 

高い のみ なら ず、 さま ざま な 経済的指標 が高 い傾 

向に ある こと が検 証さ れて おり ます 。 企業の 社会的 

責任 の課 題と して 、 人権、 雇用、 環境、 地域社会 

とい った 諸分 野で の取 り組 みが 考え られ てお りま 

すが 、 その 前提 と して 、 高い 経営倫理 と経 営の 透 

明性、 説明責任 が求 めら れて います 。 

私た ちは 、 これ から も企 業の 社会的責任 に正 面 

から 取り 組み 、 こ う した 報告 書を 充実 さ せる事 でも 

経営の 透明性、 説明責 任を 高め る努 力を 続け た 

いと 考え てお り ます 。 
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差し 支え なけれ ば、 ご記 入く ださ い。 
（こ のア ンケ ー トは 、 本報告書作成資料以外 の目 的で は使 用い たし ま せん。 匿名 でも 結構 です 。 ） 

分 かりや すい 普通 分か りに くい 

「内容の 分 かりや すさ 」 について ご感 想や ご意 見が あれ ばご 記入 く ださ い。 

十分 にあ る 普通 少な い 

不足 して いる と思 われ る情 報や 、 掲載 して 欲し い情 報な どに ついて、 ご意 見が あれ ばご 記入 く ださ い。 

見やすい 普通 見にくい 

文字 の大 き さや 図版 についての 評価 やご 意見 を お聞か せく ださ い。 

アン ケー ト 

ふりがな  

お名 前 
ご職 業 ・ ご所 属 

ご住 所 〒  
（連絡先） 

お立 場 （○ で囲 んで く ださ い。 複数 でも 結構 です 。 ） 

お客 さま お 取引先　株主　行政機関　学生　研究者 マス コミ ＮＧ Ｏ そ  の他 

０ ３ -３ ４ ５ ９ -６ ４ ６ ２ 
ファ ック スの 送り 先 

今後、 報告書 の作 成に 当た り、 多く のみ なさ まの 声を 反映 させ てい ただ く ために 、 お手 数 
なが ら下 記の 項目 にご 記入 く ださ い。 

1． この 報告 書は 、 分か りや すか った でし ょ うか 。 （該当す る もの に○ をつ けて く ださ い） 

2． 情報量 は適 切で した か。 （該当す る もの に○ をつ けて く ださ い） 

4． イ ト ーヨ ーカ ドー の取 り組 みに ついて、 ど う思 われ ます か。 
（該当 する もの に○ をつ けて く ださ い） 

5． その 他、 ご質 問や ご意 見を ご自 由に ご記 入く ださ い。 

積極的 だと 思う 普通 まだ 十分 ではない 

不足 して いる と思 われ る点 や評 価で き る点 など 、 ご意 見を お聞か せく ださ い。 

3． 見やす さ、 読み やす さは いか がで すか 。 （該当す る もの に○ をつ けて く ださ い） 

『よ り良 い生 活、 環境、 社会 を未 来の 世代 に引 き継 ぐた めの 
イ ト ーヨー カ ドー 企業活動報告 「サ ステ ナビ リテ ィ 報告書」 』 
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